
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法制審議会 

民事執行法部会 

第１７回会議 議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  平成３０年３月３０日（金）自 午後１時３０分 

                     至 午後５時２８分 

 

第２ 場 所  法務省第１会議室 

 

第３ 議 題  民事執行法制の見直しについて 

 

第４ 議 事  （次のとおり） 
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議        事 

 

○山本（和）部会長 それでは，予定した時刻になりましたので，法制審議会民事執行法部

会第１７回会議を開会いたします。 

  本日も御多忙の中，御出席を頂きまして誠にありがとうございます。 

  出席状況ですが，本日は全ての委員，幹事が御出席と承っております。 

  それでは，本日の審議に入ります前に，配布資料の確認を事務当局からお願いします。 

○内野幹事 事前送付資料といたしまして，部会資料１７－１と１７－２をお送りさせてい

ただいているところでございます。席上配布資料といたしましては，議事次第や資料目

録などもお配りさせていただいているところでございます。 

○山本（和）部会長 それでは早速，本日の審議に入りたいと思います。 

  本日は，部会資料のナンバリングとは逆になりますけれども，まず部会資料１７－２

「子の引渡しの強制執行に関する規律の明確化に関する要綱案の取りまとめに向けた検

討（１）」と題する資料について御議論を頂きたいと思います。議論に先立ちまして，

事務当局から説明をお願いいたします。 

○内野幹事 それでは，部会資料１７－２の太字の本文部分を中心に，全体のところを御説

明申し上げます。 

  まず，第１でございます。「直接的な強制執行に関する規律の明確化」の基本となる骨

組みをどう理解するのかという点については，前回の部会資料１５に基づく検討におい

て，検討の仕方のしやすさという点をひとまず考慮し，執行機関を執行裁判所とすると

いう部会での議論の大きな方向を前提に，この執行機関の部分をまず冒頭に持ってきて

検討してみるという流れで本日に至っております。 

  もっとも，単に執行機関を執行裁判所とすることとしただけでは，今後の取りまとめに

向けた議論を更に進めていく上では若干検討しにくいところがあると思われるため，現

段階では必ずしも今回の規律の法的性質を代替執行と定めているわけではなく，他の議

論も決して排除していないという状況ではございますが，現行のハーグ条約実施法の規

定を参考にしながら，規律をできる限り明らかにしようということで，第１の記載をし

ております。したがいまして，これまでの議論を引き継ぐものとすれば，これもやはり，

差し当たりというような規律の提示の仕方になってございます。 

  差し当たりと申し上げたのは，例えば，第１のうち，債務者審尋という手続をどのよう

に考えるのか，また，管轄をどのように考えるのかという点は，専ら第２以下の具体的

な規律をどのようにするのかというところから実質的に判断される面があるため，その

ような前提で本日のところは具体的な議論をしていただければと思っております。 

  そういったところからしますと，第１の４の，いわゆる費用前払決定の部分につきまし

ては，こういったものが実質的に必要なのかどうかという点につき，固有の議論があり

得るかと思っております。 

  続きまして，第２でございます。こちらは，本日の議題の中では大きな議題の一つであ

る間接強制前置に関するものでございます。部会のこれまでの議論などを踏まえますと，

部会資料１５において甲案としていた規律を基礎として考えていくのが一つの議論の進

め方であろうということで，これを若干修正した形で規律を提示しております。一つ目
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の修正点は，本文の（２）の部分について，従前の資料では「見込みがないとき」とし

ていたのですが，部会の議論を踏まえ，「見込みがあるとはいえないとき」という要件

立てにしております。若干繰り返しになりますけれども，債務者審尋の要否や執行抗告

の可否といった点について実質的にどのような規律を設けるかというところは，先ほど

の第１の部分の規律の在り方に影響してくるところがあろうかなと感じております。 

  続きまして，第３でございます。これも本日の大きなテーマの一つである，いわゆる子

と債務者の同時存在の論点でございます。第１５回会議での議論を踏まえますと，この

論点は，債権者等の執行場所への出頭の問題とかなり関連するのではないかという御指

摘もございましたので，今回はこれらを併せて規律として提示して御審議を賜ろうと考

えております。 

  部会資料では，いきなり乙案が出てまいりますが，これは前回の議論の延長という点か

らこうしておりまして，前回までの部会の議論としては，必ずしも甲案を大きく支持す

るような意見がなかったものですから，甲案を記載せずに乙案から記載しております。 

  また，前回の部会の議論では，子と債務者の同時存在よりも，むしろ債権者本人の出頭

などによって直接的な強制執行が子の心身に与える影響を最小化することが可能なので

はないかといった議論があったため，今回は，丙案として，子と債務者の同時存在とい

うものを必ずしも前提としない規律も御検討いただきたいということで，提示させてい

ただいております。 

  不服申立てに関する規律の在り方につきましても，それぞれ分けて部会資料の中で検討

を試みておりますので，この点についても御意見を頂けたらと考えております。執行場

所に関する規律につきましては，部会資料１５からの変更は特にございません。 

  続いて，１５ページ以下の第４の部分では，「執行場所における執行官の権限等」につ

いて記載しております。部会資料の冒頭に少し書いておりますが，執行場所が債務者以

外の第三者の占有している場所である場面における当該第三者の同意の問題や，その前

提としての執行力の問題については，今回の部会資料における議論の対象から外してお

りますので，本日は，これらの問題を除いた部分について御検討頂きたいと考えており

ます。 

  なお，１５ページの「３」の部分で「前記１又は２」という記載が突然出てまいります

が，この「２」の部分が前回の部会資料でいうところの執行場所が第三者の占有する場

所である場面に関するものであり，今回の部会資料では，特段の説明を付しておりませ

んでしたが，この「２」の部分を割愛して記載しております。ただ，第４の３の規律は，

今申し上げたような執行場所が第三者の占有する場所である場面にも共通するものであ

りますので，議論としては，上記の場面にも共通する課題がこの「３」の部分に含まれ

ているという理解を前提にしていただければと存じます。 

  そのほか，第４の１，３，５につきましては，部会資料１５からの具体的な変更点はご

ざいません。 

  全体としては以上でございます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。それでは，ただいま御説明がありました部

会資料１７－２について御議論を頂きたいと思いますが，便宜，項目を区切って御議論

を頂ければと思います。 
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  まず，「第１ 直接的な強制執行に関する規律の明確化」，資料１ページから３ページ

辺りでありますけれども，まずこの点について御審議を頂きたいと思います。どなたか

らでも結構ですので，御自由に御発言を下さい。 

○阿多委員 区切られたものですから，第２，第３が多分メーンになると思いますが，ここ

では，事務当局も御説明がありましたように，第２，第３との組合せによって大分議論

が変わってきて，説明のところでも差し当たりというふうな形でそこは触れられて，で

すから費用のことだけまず少し発言させていただきますが，確かに動産や不動産の引渡

執行では同様の規定がないものの，実務的には，特に動産の引渡執行などでは執行官費

用の予納をした上で執行していますので，こだわるわけではないんですが，費用につい

てここに規定を置くのは反対だということではなくて，別に置いても実務的にはそれほ

ど差し支えがないと思いますので，代替執行等との関係で規定をそろえるのであれば，

同じように費用に関する規定も決定の対象に入れていただいたらと思いますので，その

点，発言しておきたいと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。特に，４の部分

が必要かどうかという，少し事務当局としても感触を伺いたいところではあろうかと思

いますが。裁判所は特に御意見のようなものはないですか。別に強制する趣旨ではあり

ませんので，特段なければ結構ですが。ほかにいかがでしょうか。特段よろしいですか。 

  最初に御説明があったとおり，今，阿多委員からも御指摘があったとおり，後の方の規

律内容によって債務者審尋や執行抗告に関する規律は変わってき得る部分がありますの

で，特段ないようでしたら，続きまして，３ページの「第２ 直接的な強制執行と間接

強制との関係」という部分に移りたいと思います。これは前回，甲案，乙案があったと

ころ，それを一本化した上で（２）の部分の書きぶり等を若干修正したということにな

ろうかと思いますが，ここの部分につきましても，どの点からでも結構ですので，御意

見を頂ければと思います。 

○阿多委員 第２の直接的な強制執行と間接強制の関係という形で，これを形式的に拝見し

ていますと，多分，第１の直接的な強制執行の要件として，債権者御本人が間接強制を

申し立てる場合は余り考慮する必要がないと思うんですが，債権者の方が直接的な強制

執行を申し立てたときの要件として入ってくると。そうすると，一番危惧しますのは，

この（１），（２），（３）の要件の疎明ができないというような形で，裁判所の方が

認めたけれども，債務者の方から執行抗告がされたと，そこで執行抗告をされて，それ

が斥けられてから，今度，代替執行についての決定に対してまた執行抗告がされるとい

った形で執行抗告が幾つも途中に入るというようなことが，制度の立て付けによっては

起こり得るかと思うんです。 

  さらには，審尋にしても，それぞれのところで，審尋の対象が何なのかと，イメージと

して代替執行の審尋というのは，私の知る限りにおいては書面審尋で非常に形式的な話

になっているかと思いますけれども，第２のところでイメージするような，仮に審尋が，

特に（２）の要件の判断で，頂きました資料の６ページのところを拝見しますと，５行

目のところで，「債務名義の成立後において，債権者が債務者との間で任意による子の

引渡しを求める交渉をし，債務者が債権者に対して子を引き渡す機会を有していたにも

かかわらず，その引渡しを拒絶したような場合」というのが具体的な場面として挙げら
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れています。そうすると，非常に極端な例かもしれませんが，審尋をして裁判所の方が

任意に引き渡したらどうですかと言ったにもかかわらず，債務者が拒否すれば，そこは

任意の場という形になりますので，そうすると，そういうふうに言ったこと自体で２の

要件を満たすから，第２のところの論点はなくなってしまって第１に行くのかというの

が，実は資料を拝見していて，よく分からないんです。 

  これは質問というか意見になるか，整理もできていないんですけれども，第２のところ

で並べられているものが，（１）については非常に手続的な形での間接強制についての

２週間の要件が定められ，（２）のところはむしろ子の福祉との関係があって，（３）

は急迫の危険となっているんですが，考えますのは（１）については，まず一つ目とし

て，確定という要件を要求されると，それで執行抗告で時間が延びるということがあり

ますので，確定はせずに，決定をした段階というような形で，そういう要件に変えられ

ないのかと。（２）については，先ほど言いましたように，これは要件として定めたと

きに，先ほど言いましたような審尋との関係をどう整理するのかという形で，むしろ審

尋の際にそういう話を聴けば，それで要件を満たすということになるのであれば，独自

の要件なのかどうか少しあれなんですが，（２）については逆に，むしろ（３）を緩め

るような形で要件定立ができないのか。さらに，（３）については，急迫の危険がある

状況において債務者審尋をすることの要否ということがむしろ問題になるべきであって，

（３）は，逆に審尋は不要というような例外的な場面に整理すべきではないかと。 

  いろいろ申しましたけれども，それぞれ要件としては非常にきれいに整理していただい

ているんですが，違うものが三つ並んでいるという印象を持っていますので，取りあえ

ずそういう形で異議を述べたいと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにはいかがでしょうか。 

○松下委員 今の阿多委員の最後の点と関係するところなんですけれども，資料の７ページ

以降で債務者の審尋の要否という記載があり，判断の適切性を確保するために意見陳述

の機会を与えた方がいいのではないか，あるいは代替執行と整理するなら，それとの並

びで審尋が必要ではないかという趣旨だと思います。ただ，先ほどの阿多委員の話と近

い状況なのかどうなのかよく分かりませんが，審尋することで子供の所在を変えられて

しまうというようなことも考えられるのではないか，特に従前の経緯からして子供の所

在を頻繁に変えてきたような場合には，これから執行しますよということを伝えて，か

えって執行が難しくなることもあるのではないかということが懸念されます。これで連

想するのは，仮地位仮処分を出すときには，原則として債務者の審尋を必要としながら，

例外的にできなくなるという，民事保全法第２３条第４項のような規律で，あのような

規律を設けることも考えられるのではないかと思います。（３）の場合に一律審尋が要

らないとまでいうかどうかは分かりませんけれども，少なくとも，審尋をしなくていい

場合を残しておいた方がいいような気がしました。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○垣内幹事 ただいまの審尋の要否のところに関してですけれども，私も今，松下委員から

御指摘があったような，同様の印象を持っておりまして，今御指摘のあった仮処分の場

合の取扱いとの均衡ということもありますけれども，仮処分の場合で考えますと，これ

はこれから仮処分命令をするというところで，そのための手続保障として債務者の審尋



 - 5 - 

というのは非常に大きな意味を持っているにもかかわらず例外の余地が認められている

ということになっているかと思いますが，この間接強制を前置するのか，それともいき

なり直接的な強制執行で行くのかという場面において，債務者に必要的に審尋をして守

られるべき利益というものがどこにあるのかということを考えたときに，どうも私自身

の理解では，ここで直接的な強制執行によるのか間接強制によるのかというのは，少な

くとも主として子の利益が前面に出ていて，それについて何か債務者の方で非常に重厚

な手続保障を与えなければいけないという要請があるのかというと，そこは仮処分の場

合とも少し違うのではないかという感じもしておりますので，一律例外なく審尋が必要

だという規律まですべきかどうかというと，そこはやや議論の余地があるのではないか

という感じを持っております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○内野幹事 例えばなんですが，そういった場面で審尋を要求しない場面ということを仮に

想定するといたしますと，そのための要件について，もしお考えがございましたら，御

発言頂きたいと思うんですが，いかがでしょうか。 

○垣内幹事 たまたま直前に発言しましたのでお答えしますと，松下委員の御発言にもあり

ましたけれども，その点については仮処分の規定というのは参照に値する部分があるの

かなと思いますし，また，３ページの第２の（３）の要件，これは阿多委員の方から御

発言があった点ですが，子の急迫の危険というのが非常に明白であるというような場合

についても同様に考える余地はあるのではないかということを差し当たりは考えており

ます。 

○阿多委員 私の後の方々から審尋の要否，その部分についての御意見で，無審尋の場合も

認めるべきだという御意見が出たので，むしろ日弁連意見をここでもう一度申し上げて

おく必要があるかと思うんですが，日弁連としては従前から，そもそも直接的な強制執

行であっても無審尋で実施していただきたいというのが元々の案でございまして，日和

ったのは，単に代替執行という条文があるものですから，代替執行の手続で，特に代替

執行の場合，どういう執行方法によるのかというところについてのもろもろの選択肢が

あることから審尋が入っているんだろうと，そうであるならば，子の引渡しに関しては，

代替執行説に立ったとしても，それほど後の，執行官にどういう方法をするのかという

のはまた別のお話で，間接強制を選択するのか代替執行かという部分での審尋というの

は，それほど，意味がないというとあれですが，重要性は低いのではないかと思います

ので，原則，無審尋というようなことをここでも一応，記録として残しておいていただ

きたいと思います。ただ，一方で，先ほど申し上げましたけれども，任意の引渡しとい

う機会を設けるという場面にはなり得るのではないかとも思っていますので，その点も

併せて申しておきたいと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。今の点でも，ほかの点でも結構ですが，い

かがでしょうか。 

○山本（克）委員 債務者審尋が絶対に必要か，例外的に必要かは別として，審尋で債務者

に何を聴くのでしょうか，それがもう一つ，私はよく分からないです。 

○山本（和）部会長 第２の部分においてということですね。 

○山本（克）委員 第２も第１でも，どちらでも，何を聴くのかというのが分からない。 
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○山本（和）部会長 第２については一応，７ページのイのところで，事務当局としてはそ

れぞれの要件についてこういったような事情というようなことを考えているようだと思

いますが。 

○山本（克）委員 従前のやり取りというのは意味があることなのかというのがよく分から

ないです。債務者の資力は何が関係するんでしょうか。 

○内野幹事 間接強制というものの意味合いという点において，これまでは，お金がない人

にそういうことをやっても意味がないというような部会の議論ががございましたので，

どういった執行方法を選択すべきかという判断においては，債務者の資力についても一

定程度の資料を得る可能性があるのではないかということで，このような御提案をさせ

ていただいたということでございます。 

○山本（克）委員 その部分ぐらいしか多分，意味がないのではないですか。やり取りを聴

いて，何が意味があるんでしょうか。そういうやり取りでうまくいっていないから強制

執行に来るのに，やり取りを聞くというのは，結局実体的な審理のやり直しをする機会

を与えるだけの話ではないのかという感じがします。確かに資力の点は審尋の意味がな

いわけではないのでしょうけれども，債権者と債務者は全くの無関係の者同士というわ

けでもないので，債権者側においてもある程度疎明が可能といえる以上，私はこれはも

う執行抗告に委ねるべきであって，債務者の審尋をしなければいけないということが私

には少し理解しづらいです。できるだけ，確かに任意に渡すのが理想形だから間接強制

を入れるんだけれども，ほかの場合の間接強制とは少し，やはりそういう意味で意味合

いが違うのではないでしょうか。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。ほかに，いかがでしょうか。 

○青木幹事 私も，債務者の審尋が必要かどうかという点については，その点について債務

者に適切な主張ができるような場面ではないように思っているので，その必要がないと

いうよりも，余り意味がないと思っております。 

  前提のところに戻ってしまいますが，（２）と（３）の要件を立てることについては，

前回，実務的あるいは理論的な観点から，今，山本克己委員もおっしゃいましたけれど

も，本案の審理のやり直しになってしまうのではないかとか，本案に関する事件記録の

参照を要するのではないかとかという点について疑問が示されていたかとも思いますが，

（２）についてはやはり資力の問題になると思いまして，その点については特に，代替

執行に準ずるものということで，その管轄について，資料の８ページのところにも出て

きますが，債務名義の成立過程を最もよく知り得る裁判所が管轄を持つことになり，だ

とすれば，本案に関する事件記録を参照するということも当然あるのではないかと思い

ますので，そういった方法で判断をすることができると考えております。それからまた，

債務者の履行に向けた態度についても，そういった方法での判断は可能ではないかと考

えております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○谷幹事 審尋の要否につきましては，正に裁判所が何を判断するかという，そういう意味

で第２と第３の定め方をどうするかということと関わってくるんだろうと思いますけれ

ども，第２の，これをこの要件で行くのかどうかという，もちろん議論は別途あるとし

ても，間接強制をまず先行させるべきかどうかというような判断というのは，やはり債
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務者側の対応如何によって変わってき得る事項ですので，この辺りの判断をする材料を

裁判所が取得するという意味では，やはり審尋というのは意味があるのではないかと考

えております。ほかの，いわゆる代替執行の規定との整合性との関係もありますので，

一律に審尋なしというようなことでは整合性の点からも問題があるのかなと，その上で

例外を設けるのかどうかという議論は，これは十分あり得ることだとは考えております。 

  それと，第２の要件のところについても意見を申し上げてよろしいでしょうか。私ども

は間接強制前置というようなことが，原則でない形であったとしても，入るということ

になれば，強制執行による債務名義の実現が非常に遅れるというような弊害があるとい

うことで，反対はしてきたところでございます。それとの関連で，仮に第２の（１）の

規定を考えた場合に，確定した日から２週間，これはハーグ条約実施法と平仄を合わせ

るというような形にはなっているんだと思うんですけれども，その必要があるのかどう

か。間接強制決定に対しては執行抗告ができますけれども，私の理解では執行抗告には

執行停止の効力がないと認識しておりまして，別途執行停止の決定をとらなければ執行

停止の効力がないわけで，間接強制決定が，そういう意味では，既に法的には効力が生

じているという状況であるにもかかわらず，確定した日から２週間を経過したときとい

うような要件を定めることが妥当なのかどうなのかというと，実質的なハーグ条約実施

法の状況を踏まえても，その合理的な根拠はないだろうとは考えております。つまり，

間接強制で，後でひっくり返ればもちろん別ですけれども，そもそも執行できないとい

うことになれば別ですけれども，そういうことは極めて例外的でありまして，間接強制

の効力が生じているにもかかわらず履行しないというような場合に，様々な理由で執行

抗告をして，確定をするまで待って，更にその後２週間を待たないといけないというこ

との合理的な理由というのはないだろうと考えております。 

  もう一点ですが，（２）の「監護を解く見込みがあるとはいえないとき」のイメージに

ついて，どういう場合を想定しているのかというような辺りが，実際の運用では一つ重

要になってくるのかなと思うんですが，今の間接強制決定があったにもかかわらず，こ

れに従わずに，さらには執行抗告をするというような債務者の対応が仮にあったとした

ら，それはやはり監護を解く見込みがあるとはいえないという要件に該当するというふ

うな判断も十分あり得るんだろうとは思うんです。だから，（２）の「見込みがあると

はいえないとき」というのをどんなふうに考えるのか，もう少し明確なイメージを持っ

て議論した方がいいのかなとは思っているところでございます。 

  それから，（３）の急迫の危険を防止するための部分ですけれども，これも具体的に何

をもって急迫の危険というのか極めて曖昧で，こちらの方がむしろ曖昧で，これでどれ

ほどこれが使われるのかというのは非常に見通しを持ちにくい要件だと考えております。

具体例としては６ページのウのところにあるんですけれども，第２段落であるような，

生命又は身体の安全等に反するような態様を行う不適切な監護がされているような事案，

これは当たり得るかなとは思うんですが，子との面会交流中に子を他方の親に返還せず

にそのまま留置したといった場合や違法な態様により子を連れ去るなどした場合，これ

ももちろん当たり得る場合もあるんでしょうけれども，子供の生命身体に特段の問題な

く，子供にとって何か虐待があるとかいえないような場合にまで含めて急迫の危険とい

うのが，言葉の語感にもそぐわないように思いますし，そういうふうなことでいうと，
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子の急迫の危険ということの要件というのは要件の定め方としては極めて曖昧かなと思

っております。 

○内野幹事 そうなりますと，例えばどういうものが妥当だということでしょうか。 

○谷幹事 私の立場はむしろ間接強制前置は不要だということなので，こういう要件はなし

でもよいのではないかと考えています。 

○内野幹事 部会資料の第２の部分は，間接強制前置を要求しているものではない規律にな

っております。部会のこれまでの議論を踏まえますと，直接的な強制執行を申し立てる

には一定程度の必要性というのが要求されるだろうというところがおおむね共通すると

ころだったものですから，直接的な強制執行をすることの必要性というものの一つの認

識根拠として何を持ってくるかというところで，正に間接強制をやったけれども無駄で

あったというのが（１）の要件ということになります。他の議論を排除する趣旨ではご

ざいませんが，他の事情から直接的な強制執行を認めるべきであろうという御指摘が具

体的にあったのが，例えば，（３）の子の生命や身体等に急迫の危険があるという場面

であり，さらに，間接強制をやってももう意味がないといった場面を受け止めるものと

して議論されてきたのが（２）の要件ということですので，これらの規律が間接強制の

手続を前置することを積極的に要件化しているものではないというのが事務当局として

の考えでございます。 

○山本（和）部会長 ほかにいかがでしょうか。 

○石井幹事 今の例外要件の（３）に関するところで，一つ理解を確認させていただきたい

のですが，従前の議論で（３）の要件の部分について説明として念頭に置かれていたの

が，子の生命なり身体の安全に反するような不適切な監護が行われているような事案と

いうことを中心に説明が行われてきて，そうしますと，現在の実務で保全処分が認めら

れている場面とこの要件で念頭に置かれている場面が少し違うのではないかというよう

なことを私の方で懸念として申し上げてきたところであるのですが，今回整理していた

だいたところですと，今申し上げたような場面のほかに，子供を違法な態様で連れ去る

などした場合といったものも含めて理解がされていて，そうしますと，規律の文言とも

相まって，審判前の保全処分により債務名義が発令されたような場合というのは基本的

にはこの要件に合致するというような理解になるのかなと拝見しておったのですけれど

も，その点は事務局としてもそのような理解でお作りになっているという認識でよろし

いでしょうか。 

○内野幹事 そうですね，それ自体がここでの実質の議論かとは思いますけれども，正に個

別の事案の当てはめになってしまうかと思いますが，そういった事情を考慮して子に急

迫の危険があるといえるのであれば，それはもちろん（３）の中に入ってき得るものと

して提案はさせていただいているというところであります。 

○石井幹事 ありがとうございます。 

○山本（和）部会長 よろしいですか。ほかに，いかがでしょうか。 

○山本（克）委員 先ほど言ったことを別の言い方で言うだけなんですけれども，私は二，

三回前の部会で，引渡しという言葉をやめたらどうかと，子を物であるかのように扱う

のはやめた方がいいということを申し上げました。それは，物の直接強制の規定をその

まま適用してアナロジーを使うというのは望ましくないということを直接的には含意し
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ておったわけですけれども，では代替執行になるなんていうことは私は全然考えていな

かった。つまり，今までにない執行方法というのをきちんと考えてほしいという趣旨で

申し上げたつもりでおりました。ですから，直接強制を使えないなら次は代替執行だと

飛んでしまうということ自体が私にとっては少し不本意であるということでございまし

て，審尋についても本当に必要なのかどうかというのはやはり吟味すべきなのではない

のかなということを，繰り返しで恐縮ですが，申し上げさせていただきます。 

○山本（和）部会長 恐らく事務当局の趣旨としても，代替執行としてこれを位置付けるか

どうかということは現段階では必ずしも確定的ではなくて，個別の規律として，審尋と

か執行抗告とか，あるいは費用の前払いが必要かどうかということを考えていくという

点においては同じなのではないかと思います。 

○山本（克）委員 分かりました。それなら，審尋は必要な場合もなきにしもあらずだと思

うんです。それは，ですから裁量で裁判所が審尋が必要と認める場合には審尋できる程

度のことでよくて，必要的審尋にする必要はないのではないかと思います。 

○阿多委員 便乗するようで申し訳ないですが，我々も元々子の引渡しという新しい執行を

認めるべきだと，私は少なくともずっとそう発言してきましたので，ただ，今日も申し

ましたように，代替執行が手続として挙がっているので，それに日和って審尋について

申し上げましたけれども，基本的には，先ほども申しましたが，審尋は原則なしという

ような形で実施していただいて，ただ，谷幹事も申しましたように，場面としては，債

務名義成立後の状況等の情報等で意味がある場合もあるかもしれないので，必要に応じ

て実施すると，債権者の申立ての内容等を踏まえて御検討頂けたらと思いますので，山

本克己委員の意見に賛成したいと思っています。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○村上委員 また前に戻ってしまうような話になるんですが，以前から申し上げていますよ

うに，今回の手続を考える上では，子の福祉というものを最大限尊重していくべきだろ

うと思っております。理想論かもしれませんが，可能な限り，債務者に自発的に子の監

護を解かせることが望ましいと思っております。そういう観点からすると，債務者審尋

という手続をかませておくことが必要ではないかと思っております。その上で，第２の

直接的な強制執行と間接強制との関係については，やはり該当するときでなければ直接

強制の申立てをしてはならないとしておくことも必要ではないかと思っております。 

  （３）の部分については，先ほど，石井幹事とのやり取りの中で，大分イメージは皆さ

ん方の共通の理解ができたのではないかと思っておりまして，石井幹事が指摘された場

合について強制執行することができないというのは，問題があると思っております。子

に急迫の危険があるような事例のときには強制執行していくことも必要だということは

私どもも理解をしますので，どういう表現をしていけばそれが分かるのかということは

ありますけれども，基本的な方向性については今のやり取りのような感じで考えていた

だければと思っております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○佐成委員 産業界からというわけではなくて，今までの委員，幹事の皆様方の意見や議論

を聴いておりまして，審尋に関する部分を中心に感じたところを少し申し上げたいと思

います。審尋に関しては，先ほど松下委員が弊害について御指摘されていたところがあ
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ったかと思いますが，やはりその辺りは相当気になるところであります。ですから，必

要的にするのは少しどうかという感じはいたします。その意味では，山本委員からもお

話がありました本案の蒸し返しだとか，そういった問題もやはり出てくるので，裁量的

な方がよろしいのではないかと感じています。 

  特に，（２）の要件との関係で資力の面を確認したいという要請が万が一あるとすれば，

その道を残しておくという必要もあるのではないかと感じます。全体的に見て今回の整

理は，間接強制前置というものがハーグ条約実施法という実定法として既に存在する中

で，ぎりぎり国内のみでの執行ということを考えて，かなりバランスがよくできている

ように感じておりますので，審尋の件については，代替執行並びとしてしまうとどうし

ても審尋が必要になってしまうので，裁量的な形で新しい規律として整理していただく

のが方向としては望ましいのでないかという感想を持ちました。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

○石井幹事 例外要件の（２）の方につきまして，先ほど谷幹事から具体的なイメージを持

つことが重要ではないかと御指摘がありましたけれども，私も実際，要件を運用してい

く中では，（２）の要件が問題になることが多いのかなと理解しています。その上で申

し上げると，今回整理をしていただいたような形でありますと比較的運用しやすくなっ

ているのかなと理解をしておりますが，（２）が該当する場面の例として，御説明の中

で，債務名義の成立後に任意の引渡しを求める交渉などをして，にもかかわらずそれを

拒絶したような場合というのが具体的に挙げられているところであって，これに該当す

るかどうかというのについては，かなり具体的なイメージを持って考えられるのかなと

思っています。 

  具体的にこれがどういう場面かというところですが，私としては，債務名義成立後に何

らかの連絡を試みたにもかかわらず債務者の方が一切反応しないとか，あるいは明確に

拒絶をすると，そういった場面を念頭に置いているのかなと思って読んでおりまして，

必ずしも間接強制の手続をとったとか，とらなかったかにはかかわらず，任意で試みた

けれども全く効果が得られなかったといった場合を念頭に置いているのかなと思って理

解していまして，そうしますと，実際の審理では，例えば連絡を試みた電子メールです

とか，場合によっては内容証明郵便とか，そういったものを資料としてお出しいただい

て確認をして，確認ができれば発令をしていくといったようなイメージなのかなと思っ

ていたところでありました。少し議論の具体化のために私のイメージを申し上げたので

すけれども，大体そういうことだ，あるいは少し違うのではないかといったようなこと

があれば，少し深めていただけると参考になるのかなと思っております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。事務当局から何かコメントはございますか。 

○内野幹事 最終的には個別の事案における当てはめの問題になってしまうのだと思うので

すが，そのような事案についても対応が可能となるように（２）の要件の整理を試みた

ところであります。ですので，この辺りは，石井幹事からおっしゃっていただいたよう

に，更にこういった事案もあり得るのではないかというような具体例の御示唆があれば，

ここで承りたいと思っております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。 

○勅使川原幹事 ３ページの第２のところで，直接的な強制執行の必要性というものがここ
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で三つの要件で認められるということになると，この後の検討対象の９ページの第３の

直接的な強制執行の手続に移って，今度は同時存在の要否の問題に関わっていくと思う

んですが，その意味でひも付けられているように感じるんですけれども，ただ，（１），

（２），（３）の要件の場合というのは，実は任意に引き渡すとか執行に協力的に子供

を渡すとかということには抵抗があるケースが想定をされていて，あるいは同時にいる

ことの方がまず問題だというケースが想定されていて，結局のところ第２で必要性が認

められると，同時存在はむしろ要らないのではないかということにそのままなりそうな

感じもしていて，だから，乙案を仮に後の検討で採ったとしても，ほとんどの場合が１

の（１）のイの方にそのままストレートに行きかねないような感じがしていて，そう考

えますと，谷幹事御指摘のとおり，この段階で一回きちんと審尋しておいた方がいいの

かなというふうなファクターとしても働くような気はするんですが，ただ，松下委員御

指摘のような弊害の問題，あるいは実際にこの審尋で何を聴くのかというところとかも，

確かにそのとおりだなという感じがしまして，そうしますと，資力の問題でありますと

か急迫の危険とか，６ページで書いてあるような事実上の監護で悪影響を及ぼす監護状

態が推認されるというところで，どうしてそれが推認されるかと，疎明で十分かという

シーンがあったりするような気もしますので，結論的には，佐成委員がおっしゃったよ

うに，裁量的に裁判所が必要だと感じたときには審尋ができるというような規定ぶりの

方がよろしいのではなかろうかと考えております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。 

○道垣内委員 議論があっちに行ったりこっちに来たりして恐縮なんですが，先ほどの石井

幹事と内野幹事との間のお話で少し気になることがあったので，１点伺いたいと思いま

す。任意に引渡しを求めても，メール等で拒絶をして引き渡さないというときに，それ

だけで仮に（２）の要件が満たされるということになると，間接強制との関係でおかし

いのではないか，という気がします。つまり，債務者が任意に履行しないことは当たり

前であり，だからこそ強制執行になっているわけですね。そして，そのとき，一定金額

を支払わせるということにすると，履行を強制できる可能性があるというのが間接強制

のシステムだと思うのです。しかるに，先ほどの御発言のように，任意に引き渡さなか

ったらば間接強制が意味がないということになるというのであれば，間接強制には最初

から意味がないではないかという気がします。したがって，私は例として余り適切では

ないと思います。そのメールや交渉の中で，拒絶の意思が余りに明確であって，間接強

制をしても実効性がなかろうということがその中から明らかになるということならば，

それは理解できます。その意味では，６ページのところで，子を任意に引き渡す機会を

有していたにもかかわらず拒絶したような場合，というのは少し緩やかにすぎるのでは

ないかという気がいたします。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。 

○阿多委員 実は道垣内委員の御発言と逆の意味で同じことを考えていまして，どうしても

見出しの方が，直接的な強制執行と間接強制との関係という形で，やはり間接強制前置

をイメージして，（１）の要件がまず残って，私も谷幹事も，そもそも確定というのが

というふうに言っているんですが，お話を聴いていると，これはもう間接強制前置とい

う概念を放棄した上で，（２），（３）の，むしろ執行方法の相当性についての議論を
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しているのではないかというふうに整理できるのではないかと。むしろ（１）の要件が

あるがゆえに間接強制との関係というようなところが問題になっているのであって，間

接強制前置自体に，そこまで行くべきだと思っているんですが，もう外すのであれば，

むしろ（１）は事情の，たまたま間接強制を選んだ方がいて履行されないというような

形で，それを事情とされるのは一つの要件になると思うんですが，純粋に，用語の整理

は別にして，（２），（３）だけで（１）というのを要件として提示する必要があるの

かという点は，もう撤廃すべきだとここでは述べておきたいと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。考え方の問題だと思いますけれども，おっし

ゃるように，（１）というのは（２）を例証する側面があり，その立証が非常に容易に

なるということは間違いのないところなので，（１）をなくすかどうかについては，そ

のような観点からも検討が必要な問題かもしれません。 

  いかがでしょうか，おおむねよろしいでしょうか。伺った限りにおいては，（１）から

（３）という今回の整理については，個々の要件というか文言については，なお修正し

た方がいいのではないかという御意見があり，あるいは，その文言によってイメージし

ている具体的な当てはめというか事態がどのようなものかということについて，若干の

イメージの違いというのはあるのかもしれませんけれども，基本的にはこのような方向

で要件化して考えていくということについては大きな御異論はなかったように承りまし

た。 

  それを踏まえて，特に審尋の点，第１のところに戻るということになるかもしれません

が，審尋の要否については，一方では審尋を要求しないというか裁量的なものにとどめ

るという見解と，他方では一応，審尋を義務化して，しかし一定の穴をあけるといいま

すか，一定の場合には例外的に審尋を要しないという，大きくは二つの考えがあり，ど

ちらが多数かというのは数えていなかったので，分かりませんけれども，両様のお考え

が示されたようには伺いました。もしそういうことでよろしければ，今のような認識に

基づいて次回までに，事務当局に更に部会資料の整備をお願いしたいと思います。 

○今井委員 審尋につきましては佐成委員，山本克己委員と同様で，任意でいいのではない

かという意見ですが，内野幹事からお話があったことの確認なんですけれども，本文の

（１），（２），（３）とありますけれども，これらは，言簡単に言うと，それぞれ独

立の要件だという考え方でいいんですよね。ですから，簡単に言うと，（２）の要件で

申し立てるという場合には（１）の要件がマストというわけではないということでいい

んですよね。 

○内野幹事 これまでの部会の御議論を反映する趣旨からしますと，それぞれ別個の要件で

あり，今のような形で御理解いただければと思っております。 

○今井委員 選択肢として三つあるということでいいわけですね。 

○内野幹事 おっしゃるとおりです。 

○今井委員 分かりました。よろしくお願いします。 

○山本（和）部会長 それでは，引き続きまして，９ページの「第３ 直接的な強制執行の

手続の骨格」という部分で，子が債務者と共にいること，いわゆる同時存在の要否につ

いて，前回あった甲案が乙案に吸収されるといいますか，実質的にそれほど大きな違い

はないだろうということで乙案の方に一本化される一方，前回の御議論の中で出てきた
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丙案，債権者が基本的には出てくれば子と債務者との同時存在というのは必要ないので

はないか，そういうような御意見がかなり多くの委員，幹事から述べられたということ

を反映して，独立の案として今回，丙案というものが提示されているということでござ

いますけれども，この点についても，どなたからでも結構ですので，御意見を頂ければ

と思います。 

○阿多委員 第３については，丙案，主語が執行裁判所か執行官かというところはあります

けれども，執行官が同道していればそれで足りるという案に賛成したいと思います。理

由は，執行抗告等の機会を提供して，それで時間を要するというよりも，その点，問題

だということと，やはり執行の現場での判断，これが子の福祉に適するかということに

ついての判断は，抽象的に執行裁判所でイメージするよりも，執行官が同道して個別対

応で判断することが可能だということで，そう考えています。 

  その関連で，後でまた整理されるのかもしれませんが，第４の１の（２）（３）では，

執行官の権限との関係で，債権者を面会させ，又は面会させること，（３）のところで

は，債権者を立ち入らせることというのが執行官の権限で別途議論がされているんです

が，むしろ，直接的な強制執行の手続の骨格のところで債権者が一緒に出頭していると

いうことを入れるのであれば，執行官の権限で，あえて再度また債権者に何かするとい

う規定が要るのかということについては，規定の整理だけの問題なのかもしれないです

けれども，要件等ではないかと思いますので，その点も指摘しておきたいと思います。 

○内野幹事 今の御指摘につきましては少し誤解があるかもしれませんが，この第３では，

正に執行の条件として，執行場所に誰を必要的に出頭させるかという点を書いているも

のですので，第４の場面ではそれとは規律の場面が若干異なるように思うのですが，い

かがでしょうか。 

○阿多委員 第３のところで，むしろ債権者を同道させるというか，それをすることによっ

て子の高葛藤の場面を回避できるんだと，債権者が同道していることが意味があるんだ

という，言わばもう要件にしてしまうのであれば，執行官の権限で面会させ，又は面会

させることということを権限の中身として入れるのがどういう意味があるのかなと。本

来もう執行の方法として債権者を同道するんだということになるのであれば，なぜ今度，

同道した上で，更に執行官の権限で，後ろの代理人は全く別にしまして，債権者を面会

させることとかいうのが別途の権限で入ってくるのかなというのがよく分からないもの

ですから，本来，要件として債権者が同道しているというのが入るのであれば，執行官

が権限で面会させるという話になるのかなと疑問を思うものですから，どう整理される

んだろうと，そういう質問です。 

○谷幹事 関連して発言したいのですが，よろしいですか。今の点は多分，ハーグ条約実施

法並びでこういう規律を提案されているんだろうと思うんですけれども，ハーグ条約実

施法の場合は債権者は必ずしも自分に引き渡してくださいという権利を持っているわけ

ではないわけですね。さらに言えば，面会交流の権利も定められているとは限らないわ

けでして，そういう場合に円滑に執行するために債権者との面会を執行官の権限で認め

るというのは，これは意味があることだとは思うんですけれども，国内の引渡しで想定

されているのは，債権者が自らに引き渡してくださいという地位があるわけでありまし

て，そのような場合に，確かに面会交流させるということの必要性というのがどこにあ
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るかというのは，両者の違いからすると少し確かに疑問が生じる問題だろうとは思いま

すので，その辺りの整理をしていただいたらいいのかなとは思います。 

○山本（克）委員 私は同道と住居に立ち入ることと面会というのは三つ，別々のことだと

思っていますというか，多分，私が同道すべきだと言ったと思うんですけれども，同道

するというのは，例えば債務者の住居で執行がされる場合ですと，ドアの外まで来ると

いうのが同道であって，立ち入ったり，あるいは顔を出してきたとしたら会うというの

は，それは別の話で，それが執行の円滑のために住居に入ったり，子と面会することが

子の福祉に沿った執行ができると判断した場合にそれができるというだけで，同道する

というのは中に当然入っていいということを意味しているのではないということが前提

で，こういう提案がされているんだと思うんですが，阿多委員は同道する以上は中に入

って会うのは当然だとお考えなんでしょうか。 

○阿多委員 御指摘の玄関のところにという話は，今の実務では少なくとも，債権者も同道

した上で近所の公園で待機するとかいうような形でしている今の実務があるものですか

ら，それをイメージしていまして，今回，債権者を同道すればというお話が出たもので

すから，むしろ面会して子供がその場で，債務者がいなくても面会して子供を引き受け

るんだと，そこまでのことをイメージされての御提案かと思ったものですから，後ろの

ところは要らないのではないかと，そういうふうに申し上げたわけです。 

○山本（克）委員 そもそも同道を要求したのは，子が全く見知らない執行官と二人きりに

なるという状況というのをできるだけ短くすることが子の福祉に沿うということで同道

を求めるべきだと申し上げたので，中へ入っていってすぐ引き取れというところまで私

は含意しているとは思っておりません。今までの実務がそうだったからと，それは別に

条文側の根拠があるのではなくて，そうでなければならないということに意味があるわ

けだと思いますけれども。 

○山本（和）部会長 その点は恐らく事務当局もまだ十分に検討していない点だと思います

ので，今の御議論に基づいて，仮に丙案を採る場合にはこの規律がどうなるかというこ

とは事務当局で次に検討していただきたいと思いますが，本日の中心としては，乙案か

丙案かというところが大きなポイントなんだと思います。 

○垣内幹事 今の前の論点についてもう一言，発言させていただいてもよろしいでしょうか。

丙案を採った場合に，面会させるのは当然なのでという御趣旨のお話だったかと思うん

ですけれども，丙案を採用したとしましても，行った先，執行の現場で債務者がいるこ

とはあり得るわけですね。この場合に，今問題となってきましたのは，債務者と債権者

が両方いて，そこで高葛藤ということもあるわけですので，債務者がいないところであ

れば債権者が速やかに会うということは自然だろうとは思われますけれども，そこに債

務者がいた場合に，どういう順序を踏んで債権者を現場に居合わせしめるかということ

については，執行官の現場における判断に委ねるのが適当だということは十分考えるの

ではないかと思いますので，これは別の事柄という山本克己委員の御発言に賛成です。 

○山本（和）部会長 それでは，第３固有の問題に戻っていただいて，この点についての御

意見，阿多委員は基本的には丙案に賛成だということを前提にしての御意見だったかと

思いますけれども，是非ほかの委員，幹事の御意見も承りたいと思います。 

○谷幹事 同じく丙案賛成の意見の補足ということなんですが，その意見の中身としては，
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乙案ではどういうふうに実務上，動いていくのかというのが明確ではないということを

申し上げたいと思います。乙案の１の（１）では，アかイかいずれかの事項を定めなけ

ればならないという規律の提案なんですけれども，具体的に裁判所が判断する場合に何

を基準にアかイかを判断すればいいのかということが実は余り想定できないんですね。

アであれば，子が債務者と共にいるときに限定するような場合というのはどんな場合に

必要なのか，逆にイでは，債権者が執行場所に出頭したときでもすることができると，

これを認める場合というのはどんな場合を想定されるのか，この点については説明を見

ても，こういう場面でとか，あるいはこういう基準でこういう事情を基に判断をすれば

いいというようなことも提案をされているわけではございませんし，そこは明確にアか

イかを判断する事情というのは恐らく考えられないんだろうと思うんです。つまり，必

ず子が債務者と共にいなければならない場面というのは余りというか，ほとんど想定で

きないということだろう，その反映の結果なんだろうと思うんですけれども，そうだと

すれば，こういう乙案の１の（１）のような定め方というようなことというのは，そも

そも余り意味がない，実質的な規律の合理性というのが考えられないのではないかと思

いました。 

○山本（和）部会長 ほかに，いかがでしょうか。 

○今井委員 私も丙案に賛成です。それだけです。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。是非，そのような意見でも結構ですので，御

発言いただければと思います。 

○松下委員 そのような意見ではないんですが，同時存在を要求することの問題点もいろい

ろ指摘されており，同時存在を原則とするというのは適切ではないということは分かっ

たのですが，乙案でも１の（１）のアを定めれば同時存在は要求できるわけですよね。

その余地はやはり何か残しておいた方がいいような気がしまして，問題点があれこれ指

摘されているということは承知していますけれども，しかし，子の福祉にかなう場面が

あるということも言えると思いますので，それほど強い意見ではないのですけれども，

一気に丙案に行ってしまうことにはややためらいが残ることから，乙案ではどうかと考

えている次第です。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ためらいがあるという御意見かと思います

けれども，ほかにいかがでしょうか。 

○栁川委員 乙案も丙案も債権者が執行場所に出頭ということが書いてありますが，私もど

ちらかというと乙案でスモールステップを踏んだ方がよいかと思ってはいるのですが，

この債権者が例えば父親であったりするとかなり以前から同居をしていないため，子供

が父親の顔をよく覚えていないというようなこともあります。債権者だからそこに出向

けば子供を受け取れるというのは現実的ではない場合もあるので，その辺りはかなり柔

軟に考えていかなければならないと考えます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。ほかに，いかがでしょうか。 

○村上委員 ずっと丙案賛成の御意見が続いていたので，どうしようかと思っていたのです

が，松下先生が一気に丙案に行くことのためらいということをおっしゃっていただいた

ので，勇気付けられて発言しやすくなりました。私も，この部会で何度も議論されてい

るように，同時存在が不適切な場合や弊害がある場合もあるということは重々承知して
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いますし，高葛藤という問題もあるんだろうとは思います。ただ，一気に同時存在が全

てなくなってしまうということについては，どうなのかと疑問を持っているところです。

子の立場に立ったときに，今生の別れではないというような場面もあるかもしれません

が，ケースによっては，もう関係性もかなり悪化していて，面会交流が現実的でないと

いうような場合も考えられるところから，やはりそういった機会というのは何か残して

おく必要があるのではないかと思っております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。 

○山本（克）委員 谷幹事がおっしゃったこととも通ずるんですが，それではどういう場合

に同時存在が望ましいのかということが果たして事前に裁判所に予見可能かどうかとい

うことがやはり問題なのではないかと思います。つまり，高葛藤のことだけをおっしゃ

っていますが，それ以外に同時存在には私が問題があって，むしろすんなり渡されるこ

とのショックというのもあり得るんだと思うんですね。例えば，母親なら母親に今，監

護されている状態にあって，子は母親に依存していると，ところが母親からははいと言

ってすんなり渡されたと，見捨てられたという心の傷が残るということもあり得る。そ

れは同時存在を採らなくても，現に母親がいてそういうふうに行動をとればそういう事

態は起こるんですけれども，同時存在というのがすばらしいことで，それが子の福祉に

必ずかなうんだという前提自体，私は極めて疑わしくて，それは誰にも予見はできない，

後からは同時存在でよかったなとか，同時存在でまずかったなということが分かるかも

しれないけれども，予見が不可能であると私は考えています。したがって，それを裁判

所に乙案の１（１）のアかイかどちらを採るべきかということの決断を迫るということ

は，これは非常に人知を超えたことを要求しているかのように私には見えます。 

○山本（和）部会長 先ほど栁川委員が言われた，子と債権者が長期間会っていないような

場合についてはどのように考えますか。 

○山本（克）委員 もちろんそれはあるんですが，それならそもそも監護を債権者に委ねる

という裁判自体の問題ではないですか。そこで一応，クリアはしているわけですよね。

それをなぜもう一度言わなければいけないのかと，結局それは本案の蒸し返しであると

思います。ただ，私は，これは余り言わない方がいいのかもしれないですけれども，債

務名義成立後，一定の時間がたったら，もう債務名義が失効するというような形でそれ

を実現するなら，私は理解できます。やはり子の事情がどんどん変わるものなので，そ

うすると逃げ回れば逃げ得だということになりかねないので余り強くは申しませんが，

むしろ栁川委員のようなお考えであれば，債務名義が成立してから，例えば３年たった

ら，もう強制執行はできないとか，そういう規律の方がなじむのではないかなと思いま

す。 

○栁川委員 私もそのように考えます。子供はどんどん成長していきますし，周りの環境も

変わっていくので，いつまでも執行できるという仕組みは少し無理があるのではないか

と考えます。 

○山本（和）部会長 あるいは変更をもう少し容易に認めるとか，そういうことですかね。

ありがとうございました。ほかに，いかがでしょうか。 

○阿多委員 最初に申し上げた，事務当局の差し当たりという説明との関連だとは思うんで

すが，第１と第３について，第３で村上委員も松下委員も，いきなり丙案に行くことに
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ちゅうちょがあり，やはり執行裁判所の判断が一旦入った方がいいのではないかという

ことを考慮されているんだと思うんですが，第１のところの執行裁判所の判断で，審尋

の要否ももちろんありますけれども，どこまでの判断を第１の段階の執行裁判所が判断

するのか。単に直接的な強制執行の可否だけを判断して，どういう条件を付すとかそう

いうことは全く判断しないで，方法だけを決めて，その後は，第３の話になるのか，第

１の段階で，変な言い方ですが，このケースでは同時存在の場面に限るんですよという

執行の条件的なことも判断することがあり得るのか，制度の作り方に関連してくるんだ

と思っているんです。単に直接的な強制執行でいいんですよということを第１のところ

で決めて，あとはもう今度，第３のところの細かな判断を別途の手続でするというイメ

ージではなくて，オールインワンではないですが，もう第１のところで判断するのであ

れば，そこで個別に，このケースでは同時存在の場面に限定するんですよということで

あるのであれば，もうそれ以上，執行裁判所に関与させる必要はないと思いますので，

正に制度の作り方だと思うんですけれども，全く執行裁判所が判断することなく子供が

債権者不存在のところで執行されるということにはならないのではないかと思いますの

で，丙案へ行くちゅうちょというのはそれほど考慮する必要はないのではないか，むし

ろ何度も執行抗告の機会が入るということ自体の方が問題ではないかと思いますので，

その点付加しておきたいと思います。 

○山本（和）部会長 今の阿多委員の御発言は，乙案であるかのようにも思えましたが。 

○阿多委員 いえ，乙案ではない。 

○山本（和）部会長 要するに，同時存在を執行裁判所が要求する場合というのはあり得る

という前提ですか。 

○阿多委員 そこが実は，先ほど申し上げましたように，差し当たりの意味がどこまで意味

をされているのかというのがよく分からないのでという形なんですが，逆に私は，そう

とられるとあれなんですが，第１の段階で決めるのは本当に強制執行の方法だけの話と，

そう読めばいいんですか。 

○山本（和）部会長 乙案は，どの段階，つまり第１の直接的な強制執行を実施させる決定

と同時に行うのか，それとは別に後で行うのかというのは制度の仕組み方の問題で，も

ちろん同時に行うということもあり得るんだろうと思うんですが，阿多委員は乙案を採

って，それを同時に行えという趣旨かのように思えたのですが。 

○阿多委員 そのようにとられたのであればですが，私自身は，少なくとも第１のところで

執行裁判所が一旦判断をしているので。 

○山本（和）部会長 一旦判断するというのは，同時存在についても判断するという御趣旨

ですか。 

○阿多委員 この組立てが，実は同時存在も判断するという可能性もあり得るんだなとは思

って発言はしたんですけれども，ただ，それは乙案を採るということではなくて，従前

から発言していたような総合判断に少し近いことを申し上げているんですけれども，こ

こではもう第３の場面について執行裁判所が判断した以上，それ以上の執行裁判所の判

断は要らないということで申し上げているつもりです。 

○山本（和）部会長 確認ですが，丙案というのは，債権者さえ出てくれば同時存在という

のは一切要求しないという案だと思いますが，この点との関係はいかがでしょうか。 



 - 18 - 

○阿多委員 すみません，では，今の発言は撤回します。もう我々は丙案一本という形です

ので。 

○山本（和）部会長 分かりました。ほかに，いかがでしょうか。 

○今井委員 先ほどは結論だけだったので，若干補足させていただきます。基本的には山本

克己委員と同じでございまして，まず理論面からいきますと，債権者に債務者の監護を

解いて渡せという，仮にそういう現行の引き渡しという話になれば，それは執行官が債

務者，仮にお母さんだとして，お母さんからお父さんの手に渡すということになります

が，それが大分後になりますと，その場面では仮に執行官だけということになりますと，

それは子供の心理的な不安から考えたら，どこに行ってしまうんだろうねというふうな

気持ちは当然だと思いますし，それが，日頃会っていなかったとしても，お父さんのと

ころへ行くんだということで，もう債務名義になっていますので，それは速やかに実現

された方が，むしろ子供の不安はその分，短縮されるのかなと。今，山本克己委員から

もありましたとおり，同時存在マストだと，それがそもそも，一見すると何か和やかな

感じがしてよさそうですけれども，逆に，債務名義になった以上は，少なくとも，なっ

た直後までは，債権者，債務者ではかなりシリアスな対立関係にあって，その結果，任

意での引渡しができなくなっているということを考えますと，もう一回執行の場面で同

時存在をマストとする合理的な理由はなく，また，逆にトラブルや弊害，かなりシリア

スな場面が想定されると思うんですね。それから，これも先ほど御指摘のありましたと

おり，もしも同時存在で，お母さんが，はい，どうぞと渡すことによる子供の精神的な

ショックみたいなものは，やはりあるのではないかと，推測ですけれども，そんなこと

を考えますと，やはり債権者がマストで，ただ，債務者についてはマストでなくて，い

る場合もあるだろうし，いない場合もあるだろう，それを原則マストとしてしまうこと

の同時存在という理由は全くないのではないか，これが理由でございます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。 

○道垣内委員 丙案を仮に採ったときに，やろうと思えば今の段階でできるけれど，執行官

としては，これは債務者がいたときの方がスムーズであると考えたとしまして，執行官

にその判断をいかす方法はあるのでしょうか。皆さんのいろいろな御心配というのは，

様々な状況があり，もちろん債務者が同時に存在することによってかえって子供に精神

的な負担を掛ける場合もあるだろうけれども，債務者がいることがプラスになる場合も

あるだろう，ということですね。そこで，それをどのようにして実現するかというわけ

ですが，執行裁判所があらかじめ決めるというのはなかなか難しいのではないかという

のが山本克己委員がおっしゃったところで，それはそのとおりだろうと思います。それ

では，執行官のその場における判断において，債務者がいた方がよいと判断したときに，

執行官が採れる方法はこの仕組みの中であり得るのか，それとも，そのような方法を全

体の中で位置付けるのは難しいのか。質問ですが。 

○成田幹事 ハーグ条約実施法施行前の実務として実際にあった例なのですが，執行官が子

の引渡しの強制執行で現場に赴いたところ，債務者がいなかったのですが，どうもスム

ーズに行かないということで，債務者に電話連絡をして，帰って来てもらって，その上

で執行したという実例がございます。その辺りとパラレルに考えるとすれば，丙案に立

ったとしても，常に債務者がいない場合を狙っていくというわけではありませんで，事
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前の情報ですとか実際に現場へ行ったときの感触などを踏まえて，債務者がいた方が子

の福祉の観点から都合がいいということであれば，恐らく連絡をとるなどして，債務者

に来てもらって執行するということは十分あるのではないかと思っております。 

○山本（和）部会長 このように執行官に一定の裁量があるという前提については，丙案に

賛成している方々の認識は一致しているという理解でよろしいでしょうか。 

○阿多委員 従来の実務どおり執行官には一定の裁量があるという理解をしています。 

○道垣内委員 仮に執行官の判断でそういう方法がとれるというのであれば，それは大変結

構なことだと思いますが，そのような裁量権限があるということを条文上に示し得るか

ということが結構大きな問題だと思うのです。つまり，ハーグ条約実施法との関係で，

そこにおける表面上のコンフリクトを避けるために，執行官が状況によってはそういう

権限を有するということを表に出すのがいいのか，それとも，いや，それは今でもでき

ているんだから別に当然であって，出さなくてもいいのだというのかというのは，重要

な判断になるかなという気がいたします。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます，貴重な御指摘だと思います。ほかにいかがで

しょうか。 

○青木幹事 以前申し上げたことの繰り返しにすぎないのですが，私はやはり執行官による

説得によって債務者が任意に履行するというのが望ましいということ，それが理想であ

るということを前提に，手続のファーストステップとしては，乙案の１（１）のアによ

って執行が行われ，それではうまくいかない場合にはイによって行うというようなイメ

ージで，乙案に賛成でございます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

○山本（克）委員 これは前回も申し上げましたけれども，私は複数回執行するというのは

子に心の傷を残す蓋然性が高まるので，できれば１回でやると，１回でやり切るという

形の制度設計の方が望ましいと考えています。債務者の納得の問題と子の福祉の問題は，

私は別の問題だと考えます。 

○山田幹事 私も丙案に賛成したいと思います。先ほど勅使川原幹事が御指摘になったこと

ですけれども，第２の各要件とのつながりを考えますと，債務者が執行官等による説得

に応ずる蓋然性はかなり低まるのではないかという感じがいたします。スムーズに行け

ば同時存在というのが子の利益に最も資するということは，そうなんだろうと思います

けれども，その蓋然性が定型的に低いということであれば，むしろ丙案を採る方が子供

の利益になるのではないかと考えます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○石井幹事 私も前回申し上げたのと同じですけれども，乙案については，先ほど山本克己

委員からも御指摘があったような観点で，裁判所の方で明確な指針なく判断するという

のは難しいと考えておりますので，そういう意味では丙案の方が望ましいのではないか

と思っております。 

  先ほどの御発言の中で，債務名義ができてしまっていつまでも執行ができてしまうのは

問題ではないかというような御指摘があって，恐らく現行法では，長期間がたってしま

ってお子さんの監護の状況が変わってきたような場合には，改めて監護者の指定などの

申出をして，改めて指定をし直すということが行われるのだと思うのですが，先ほどの
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問題意識のようなものにそれが直ちにこたえられるかといったところについては，もし

かしたら検討が必要なのかもしれません。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。 

○垣内幹事 この問題は大変悩ましいところで，私は他の先生方と違って，どちらがよいか

という点について確たる意見を持ち得ないでいるんですけれども，考えるべき問題とし

ましては，私自身は，乙案と丙案いずれを採ったとしても実際の適用がそう大きく変わ

るものではないのではないかと現段階では考えております。というのは，先ほど勅使川

原幹事からの御発言でもありましたけれども，一旦直接的な強制執行が必要であるとい

う要件が認定された上でここの問題が来るということになりますので，なかなか間接強

制をしても効果がないだろうというような，あるいは急迫の危険があるので直ちにやる

べきだというような状況において，どうしても債務者と共にいなければ強制執行をすべ

きでないと事前に執行裁判所が判断できる場合というのは極めて例外的ではないかと思

われるところで，仮に乙案を採ったとしても，実際上，多くの事案は１（１）のイの判

断がされることになるのではないかという理解を持っております。 

  そのように考えたときに，乙案を採るか丙案を採るのかという点で問題になるのは，こ

れも既に御指摘されていることの繰り返しになりますけれども，同時存在，子が債務者

と共にいるところで強制執行を行うということの価値をどう見るかということで，乙案

は少なくともこの点について一度は明示的な判断の対象とした上で，その点を確認して，

そうでない方法でやってもよいという判断ができたときに同時存在が外れるという思考

のステップを強いるのであり，丙案は必ずしもそういう出発点に立たないというところ

まで更に進むという考え方かと思っております。では，同時存在についてどう捉えるべ

きなのかということで，ここが非常に難しいところで，私はなかなか判断が付かないと

ころですけれども，少なくとも抽象的，理念的には，ハーグ条約実施法も恐らく一部で

はそう考えているものと理解しておりますが，債務者が執行官の説得に応じて子を，強

制執行という手続の中であるとはいえ，一定程度自発的な意思によって引き渡すという

ことができるのであれば，その際，子に対しても必要な説明等を尽くしてするというこ

とが求められると思いますけれども，それが一つの理想であるという価値自体は私も理

解ができるところであり，仮にそれを非常に重視すべきものだと考えるとすると，そう

いったステップを残しておく乙案というものが，少なくとも考え方の筋道としては適切

であるという考え方があり得るんだろうと思います。 

  しかしながら，実際の適用上，なかなかそれがほとんどないのであって，かつ，そうし

た判断をこの決定において必ず含むということになりますと，これも御指摘があります

ように，執行抗告においてこの点が争点として加わるというような実際上の弊害も懸念

されないわけではありませんので，そういう点から見ると，やはり丙案というのは非常

にすっきりとしていて魅力的であるというところがあります。ということで，私自身は

なおこの点について，なかなか確たる意見を申し上げられないということでございます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。明確に問題点の整理を頂いたかと思います

けれども，ほかに，いかがですか。 

○平田委員 ただいまの御発言に少し関連しますが，同時存在をいわゆる原則としていくか

どうかというのは多分に価値判断の問題ですので，立法の過程で，やはりどちらかの立
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場を原則として採るということは，宣明しなければいけないのではないかと思っており

ます。同時存在の意義があるということを前提とすれば，やはり乙案とならざるを得な

いと思うのですが，ここでの議論はそうではないという価値判断がやはり多数であった

のではないかと思われます。ただ，ちゅうちょがあるという方が多くいらっしゃるのは

間違いないことで，これまでハーグ条約実施法が広く国民の間に知られている中では，

同時存在が大事であるというところがありましたので，それと国内の子の引渡しでは，

適用場面が異なるというのも一つの違いですけれども，それとはどう違うのかというの

は，やはり説明をしなければならないと思います。 

  乙案というのは個々の事案に応じて裁判官に具体的な事情を前提として判断させるとい

う案ですので，立法としてそれが正しい態度なのかというところは少しお考えいただい

た方がいいと思います。部会の中では，同時存在は原則ではないという立場を鮮明にし

た上で，丙案を採るべきではないかと考えています。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。いかがでしょうか。私の理解したところでは，

ほぼ全ての委員，幹事から御意見を頂いたかと思いますが。 

○佐成委員 前回までは，やはり丙案という方向性については若干どうかなというところが

ありましたけれども，垣内幹事に今，明快に整理していただいたところを踏まえると，

それから，裁判所の実務が本当に乙案でうまく回るのかという点も，今，平田委員がお

っしゃったところですね，裁判所の方で個別に価値判断をしてくださいというのはかな

り酷ではないかなという印象も受けますので，現段階で丙案を支持するとまではいいま

せんけれども，前回，乙案にある意味，固執した部分については，若干現時点では揺ら

いでいるということであります。 

○山本（和）部会長 ほかにいかがでしょうか。 

○勅使川原幹事 これも，理論というよりは，その場の判断，それが非常に難しくて，どち

らかというのもなかなか難しいなと思っているんですが，先回も山本克己委員に怒られ

ましたけれども，どういう場合に同時存在がいいという場合があるのだと。本当のこと

を言えば，同時存在が全ての場面で向かないと言い切る自信がないというところで，先

ほどの山本克己委員のお話の中で，するっと渡された方がショックではないかというこ

との裏返しになるんですけれども，債務者としては，いろいろ偉い人から渡さなければ

いけないと言われて，そのうち渡さなければいけないんだけれども，できる限りあなた

とずっと一緒にいたいから，いるというんだけれども，今度，怖いおじさんが来て無理

やり連れていくんですよと，私が好きで渡すのではないんですよということを見せたい

がために，この直接的な強制執行がされるところまで待っていると，その場面で審尋の

機会とかがあれば，来てくだされば，その場で特段，争ったり修羅場を演じませんけれ

ども，一目最後に，またねとか言わせてくださいという場面があったとしたら，机上の

空論ですけれども，その場合に，場合によったら現場の判断で，債務者が一緒にいた方

がいいよねということが可能なバッファが実務上あれば，それでもいいのかなという気

がしまして，それで，先ほどのお話の中で，やはり丙案でもそういう機会がきちんと，

現場の状況次第ですけれども，バッファがとれるのであれば，丙案でもよろしいのかな

と。乙案の中で裁判所の判断が１（１）のアかイかを決めろと言われても，それは確か

に難しいだろうなと，ある程度，必要性判断のところで，多くのものは子への影響がま
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ずいだろうということでイに行きそうだという気はしますけれども，その上でも難しい

ことがあるということであれば，丙案の実務状況の中で，常に債務者がいてはいけない

ということを条文上，書いてあるわけではなくて，債務者がいる，いないにかかわらず

ということですので，債務者がいてもいい場面というものを適宜，裁量判断の中でやっ

ていただけるというようなバッファ込みみたいな形であれば，丙案でもいいのかなとい

う，迷い迷いですし，同時存在がいい場面というのが明確に提示できるわけでは全然な

いんですけれども，一気に丙案に行くということのちゅうちょみたいなものがその中に

少し表れているような感じがしています。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。 

○久保野幹事 前回も丙案に賛成の方向の意見を申し上げましたけれども，念のため，丙案

に賛成だという意見をさせていただきます。同時存在が望ましい場合がおよそないと言

い切れるかというのが課題だったわけですけれども，それが,今回，執行官の判断であり

得るということが確認されましたし，また，先ほど垣内幹事がおっしゃったことのうち，

執行抗告の可能性が，これは論理必然ではないんだとは思いますけれども，同時存在が

原則だということを保ちますと執行抗告の可能性がより大きくなる可能性が少しでもあ

って，円滑な実現に消極の方向に働き得るとしますと，そのことは，この段階に至って

の手続で，先ほど来出ていますとおり，その人に監護させることが子の福祉に，あるい

は子の利益に適切だと本案で判断された人への引渡しを実現するということの妨げにな

り得る可能性がやはり高まりますので，その点からも丙案がよろしいと考えます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。 

○松下委員 先ほど，丙案を採るにはまだためらいが残るという話をしましたが，成田幹事

から執行の現場での実情のお話を伺い，また，議論を徐々にですが，収斂させる必要が

あるだろうということで，丙案を採ることのためらいは少し減ったという気がします。

ただ，少しまだためらいが残っているとすれば，固執する趣旨ではもちろんないのです

が，裁判官にはなかなか認識し難い同時存在が望ましいという事情を，現場で執行官が

適切に判断できるという前提が丙案の前提ではないかと思うんですが，そこが，大丈夫

ですよ，うまくいきますということであれば，ためらいは大幅に減るだろうという気が

しております。繰り返しますが，乙案にこだわるという趣旨ではございません。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。 

○山本（克）委員 先ほど部会長から，執行官の裁量の話について，皆さん丙案の方はそう

ですかと言われて，違うと言おうと思ったんですが，少し議論の妨げになるとまずいか

ら，黙っていたんですが，私は執行官にそんな判断はできないというふうに，当然，私

の立場からはそうなります。何がよくて何が悪いかというのはやってみないと分からな

い，これはもうしようがないことだと，それで，できるだけ子の心理的不安を１回で済

ますように法は努力すべきだというのが私の立場です。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。いかがでしょうか，おおむね意見は出尽くし

たと見てよろしいでしょうか。 

○阿多委員 最後のところで，今日は議論のところで出ていないんですけれども，いわゆる

専門家とかの関与のお話も従前からずっと出ているかと思うんですけれども，もちろん

執行官がする場合，今でも執行補助者ないし立会人が行って，現状ここで執行すべきで
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ないとしたら，子供の対応等を踏まえていろいろアドバイスを受けながら判断するとい

うことがされていますので，もちろん執行官は執行するのが基本ですけれども，執行を

ためらう，ないしはそこで止まるということは実務ではあり得ることですし，執行する

ことの適否も含めて専門家のアドバイスを受けながら対応するということになるんだと

思っています。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

○山本（克）委員 嫌なことを言いますけれども，専門家は万能ではないので，最後はやは

りもう決めの問題が残るということは覚悟しなければ，この立法はできないと思ってい

ます。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。事務当局の方からは，特によろしいですか。 

  私が伺った限りにおいては丙案を支持される委員，幹事が多かったとは認識しておりま

すが，なお丙案に対しては若干のちゅうちょを感じるという御意見もありましたし，依

然として乙案が相当だという認識を示される委員，幹事もおられたかと思います。また，

そのような委員，幹事から示された丙案に対する懸念については，この場の議論で解消

された論点もあったかと思いますが，そうでない点もあったように思います。そのよう

な意味では，本日ここで議論の集約を行うというのは，私としてはなお時期尚早という

感がしましたので，この点について，引き続き，事務当局に御検討を頂いて，今日の議

論を精査していただいて，そこでの問題点について解消でき得れば解消する形で，次回，

一定の提案に基づく資料を作成していただければと思います。 

  そのようなことでよろしいでしょうか。 

○阿多委員 子と債務者の同時存在の話以外のことを一言だけなんですが，発言させてくだ

さい。従前から子の所在調査についての規定を設けていただきたいというお話をさせて

いただきました。今回の御提案を見ていますと，少なくとも管轄に関する規律が示され

ることによって，どこの裁判所に申し立てればいいのかが分からないと，そういう場面

については少なくとも回避できるのかなとは思いますので，取りあえず申立てはできる

ということにはなりますが，子の所在調査という言葉自体が余りよいイメージがないの

かもしれませんけれども，子供に関する情報を執行官が入手するというような形の根拠

の規定は設けるべきではないかと思っています。現状の，例えば審判前の保全処分で実

際，執行の申立てをするときには，債権者の方で子供の１週間のスケジュール等を押さ

えて，それで説明をして準備をするというようなことはしているわけですけれども，債

権者の方で必ずしも情報を全て把握できるわけではないということもあります。執行を

どこでするのかにも関連しますけれども，例えば学校で執行する際に，執行官の方が事

前に円滑，迅速に執行するために情報収集をするというようなことも，やはり根拠とし

てあった方がいいと思いますし，今は個人情報等，プライバシー等の関係で，なかなか

根拠がないと回答も頂けないというようなことがありますので，例えばですけれども，

例としていいかどうかですが，ライフライン調査のような形で執行裁判所が執行官に調

査権限を付与するというような規定を設けるということも御検討頂けたらと思いますの

で，その点も付加したいと思います。 

○佐成委員 今，微妙に，ライフライン調査みたいな話が出てきましたけれども，調査に協

力する側としては非常に負担になりますし，相当なシステム投資をしなければいけなく
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なる可能性も出てきますので，将来的な課題であればともかくとして，慎重にお考えい

ただきたいと思います。 

○阿多委員 少し言葉が足りなかったかもしれませんが，不動産の執行での債務者特定のた

めの調査を念頭にライフラインと言ったんですが，多分ここで問題になるのは，対象は

学校か，せいぜい教育委員会ないしは保育所が想定されるところで，ライフラインに関

連する企業への負担には直接つながらないとは思いますので，その点だけ補足したいと

思います。 

○佐成委員 個人情報保護の観点からもいろいろと問題があると思いますので，その辺りは

慎重にお願いしたいと思います。 

○内野幹事 学校や教育委員会等を念頭に置くという阿多委員の御発言なんですけれども，

子の所在調査といったものを設けることの正当性や調査への対応能力という部分につい

ても様々な課題はあろうかとは思いますけれども，阿多委員におかれては，現時点でそ

の正当化根拠について一定の説明がございましたら伺えればと思います。 

○阿多委員 正当化根拠は正に円滑迅速な執行のための執行官の準備というような形での情

報収集だと思うんですが。債務者宅で執行するという前提であればそれほど問題ないん

ですが，ほかのところでの執行も考えるというのであれば，そのための情報収集は債権

者だけに頼るというのではなくて，執行裁判所の方も情報を収集するような根拠規定が

必要ではないかと，そういうふうに思っています。 

○内野幹事 事務当局としましては，部会のこれまでの議論では，そもそも債務者自身が子

の所在を明らかにする義務を負っているのかという議論がされてきて，なかなかその説

明は難しいのではないかというような議論がされてきたものと認識しております。 

○阿多委員 強制執行の申立て前についての調査等については今回は全く申し上げるつもり

はないんですが，正に強制執行を申し立てた後，いかにスムーズに執行を実現すること

ができるのかということで考えています。 

○谷幹事 補足ですが，今正に阿多委員がおっしゃったように，今の提案というのは，申立

ての準備としての調査ではなくて，申し立てた後，どのように執行方法を定めるか，具

体的な場所も含めてですけれども，これを明らかにするための資料収集の手段として，

執行官にそういう調査権限を与えてもいいのではないかと，そういう趣旨です。 

  念頭に置いていたのは，不動産競売の場合の現況調査で執行官がライフライン調査とか

ができるというような規定が民事執行法第５７条にございます。そういう意味では，中

身的にはこれと同じようなものを定めるということで，非常に大きな意義があるのでは

ないかと思っているんですが，ただ，正当化根拠がそれと同じかというと，そこはやは

り違うということにはならざるを得ないとは思うんですが，子の引渡しの場合には，円

滑な執行のための基礎資料の収集というのは，それはあり得る話ではないのかなとは思

っています。では，具体的に何を調査するのかということですが，子がどこの学校に在

学しているかどうかということとともに，やはりどこに債務者なりが住んでいるかどう

かというのも重要な材料になり得ると思いますので，そういう意味でのライフライン調

査が必要であると考えており，そのような調査だけであれば，要するにこの家の契約者

が誰かという調査だけですので，それほど御負担を掛けることにはならないのかなとは

思っております。 
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○山本（和）部会長 ありがとうございました。子の所在調査の制度を設けることについて

十分な正当化根拠があるか否かという点も今後明らかにしていく必要があると思います

が，ひとまず事務当局に引き取って検討していただくということにしたいと思います。

それでは，第３の部分の議論は以上で終了したいと思います。 

  ここで休憩を取りたいと思います。３時４０分から再開したいと思います。 

 

          （休     憩） 

 

○山本（和）部会長 それでは，議事を再開したいと思います。 

  続きまして，この資料では最後になりますが，１５ページ以下の「第４ 執行場所にお

ける執行官の権限等」という部分であります。先ほど，この第４の１の（２）ないし

（３）の問題について，丙案との関係で若干の問題提起がされましたけれども，その点

に関連してでも結構ですし，別の点でも結構ですので，御自由に御発言を頂ければと思

います。 

○垣内幹事 子と債務者の同時存在に関する乙案と丙案の関係で，一言だけ補足をさせてい

ただきたいんですが，９ページの第３の乙案でも，債権者又はその代理人の出頭が必要

だということになっているんですけれども，代理人の許容される場合に関して，丙案の

方が限定的と申しますか，きめ細かい規律になっていて，そこは若干ずれがあるという

ことかと思います。これを乙案のような考え方を採ったときに維持すべきかどうかとい

うことが，細かい点かもしれませんけれども，若干検討の余地はあるのかなということ

かと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。 

  第４の点はいかがでしょうか。基本的にはこれは従来提案されてきた規律がそのまま維

持されており，従来も基本的には御異論は見られなかったところですけれども，本日も

特段の御異論はないと伺ってよろしいでしょうか 

  ありがとうございました。それでは，部会資料１７－２につきましては以上ということ

にさせていただきたいと思います。 

  続きまして，部会資料１７－１「債務者財産の開示制度の実効性の向上に関する要綱案

の取りまとめに向けた検討（１）」についての御審議をお願いしたいと思います。まず，

事務当局から御説明をお願いいたします。 

○内野幹事 まず「現行の財産開示手続の見直し」のところでは，これまでの部会の議論や

意見募集の結果を踏まえまして，基本的には中間試案と実質的に同内容の規律を提示し

てございます。部会の議論におきましても，このような見直しの方向を支持する意見が

比較的多かったような印象を受けてございます。第１４回会議では，先に実施した強制

執行の不奏功等の要件や，再実施制限の期間に関しても，一定程度の見直しを求める意

見がございましたけれども，これらの意見につきましては，部会のこれまでの議論にお

きまして，必ずしも現在の実務を正確に反映しているものではないのではないかとの批

判もあったところでございました。したがいまして，今回の資料でも，これらの論点に

つきましては，現行法の規律を維持することを基本的な方向としております。 

  次に，資料の７ページ辺りでございますが，「金融機関等から債務者財産に関する情報
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を取得する制度の新設」では，まず，制度の対象となる第三者と情報の範囲に関する論

点を取り上げております。この点は一つの大きな論点というところだったかと思われま

すが，特に申し上げれば，預貯金債権以外の金融商品に関する情報取得を目指すという

考え方を念頭に置いた際に，その具体的な対象を定める上でどこで線引きをするのが適

当なのか相当なのかというところが，問題となってきております。この論点につきまし

て，今回の資料におきましては，振替社債等に着目した提案をさせていただいてはおり

ます。これは，９ページ辺りの説明のところで書いているつもりではありますけれども，

情報取得の必要性が高いと評価できることや，回答を求められている第三者側の負担と

いうのが，それはもちろん御負担はあるんだとは思いますけれども，看過できないほど

に大きいものとまでは言えないのではないかというようなこと，そういった部会の中で

御指摘いただいたことを踏まえまして，こういった提案になってございます。また，部

会の中の議論では，金融商品全般を一般的にこの情報取得制度の対象にすべきだという

ような御指摘や，生命保険契約の解約返戻金請求権についてもこの制度の対象にすべき

だというような指摘もございました。しかし，資料では１３ページ以下辺りから書かせ

ていただいているところですが，情報取得の必要性でありましたり，第三者の負担とい

う観点といったところから，部会のこれまでの議論において，様々な観点から，批判や

反論，問題点の指摘がされてきたところだと認識しております。そのため，今回の資料

でも，このような財産については，新たな情報取得制度の対象とする旨の提案はしてお

りません。 

  資料７ページの本文の（２）におきましては情報取得の要件を，これまでの部会の議論

を踏まえまして，より具体的に提示しようと試みております。例えば，資料の８ページ

辺りですが，本文の（２）のイの部分では，現行の財産開示手続の規律を参考にいたし

まして，一般の先取特権を有する債権者からの申立てを念頭に置いた規律についても触

れるような形にしてございます。 

  次に，本文（３）では手続の概要に関する規律を提示してございます。このうちアの管

轄につきましては，これまで部会の資料の中の本文部分では明示的にしてこられており

ませんでしたけれども，部会の議論では，債務者財産に関する情報を債務者の住所地を

管轄する裁判所に集約することが適当なのではないかというような指摘もあったところ

ですので，このような提示とさせていただいているというところであります。また，こ

れまでの部会の議論を参照いたしますと，預貯金債権や振替社債等に関する情報取得の

場面を念頭に置く限り，第三者からの回答に先立つ形で債務者に執行抗告の機会を与え

るというのは適当ではないというような御意見が多数見られました。さらに，金融機関

等からの不服申立ての可否やその方法についても検討しておく必要があると認識してお

りますけれども，今回の資料の本文では，差し当たり，金融機関等からの執行抗告は認

めないという考え方を書かせていただいております。 

  続いて，本文の（４）では，回答の送付先について取り上げてございます。回答の送付

先を執行裁判所とすることにつきましては，この部会の中では大きな異論はなかったよ

うな印象を受けてございます。その上で，今回の資料では，その第三者から送付されま

した回答の内容を申立人や債務者が確認するための手続，これをどうするのかというこ

とを取り上げてございます。この点については，例えば，第三者の回答がされた後に申
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立人や債務者が事件記録の閲覧謄写の請求をすることを予定した手続の流れというのを

仕組むというお考えもあり得ないではないかもしれませんが，他方で，この情報取得手

続が利用される場合では，より簡易迅速に申立人が債務者財産に関する情報の内容を確

認することができるようにすべきであるというような考え方もあり得るのかなと考えて

おります。そこで，今回の資料では，御提案といたしましては，執行裁判所が第三者か

ら送付された回答書の写しを申立人と債務者に送付するという規律を提案しています。 

  続いて，資料の本文の（５）の部分でございます。これは手続の費用について取り上げ

ております。このうちのアの部分におきましては，強制執行の費用に関する民事執行法

第４２条の規律を準用するものとしており，この費用の最終的に負担するのが債務者と

なるようにすることを提案しております。イの部分は，この手続により情報提供を命じ

られた金融機関等が，執行裁判所を通じてその費用を請求することができるものとする

ことを提案しております。 

  本文（６）の内容は，実質的な中間試案でお取りまとめいただいた内容と同内容のもの

をここで提示しております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。それでは，ただいま御説明がありました部

会資料１７－１について，適宜，項目を区切って御議論を頂きたいと思います。 

  そこで，まず「１ 現行の財産開示手続の見直し」の部分について御審議を頂ければと

思います。どなたからでも結構ですので，御発言を頂ければと思います。 

○今井委員 財産開示の不奏功要件が，４ページ，５ページを拝見いたしますと，かなり現

行法が生きるのかなというような論調を感じるわけですが，再三申し上げて大変恐縮な

んですけれども，簡潔に申し上げたいと思いますのは，現在，この審議会で第１回目に

配られた資料にありますとおり，期待された財産開示手続が思うように使われていない

一番の原因は，やはり不奏功要件だと私は感じているわけでございまして，それから過

料という罰則の弱さ，この２点がその大きな原因かなと感じているわけであります。そ

ういう意味で，改めてこの不奏功要件の全面撤廃をお願いいたしたく，弁論するもので

あります。 

  まず第１点に，やはり強制執行の実効性，執行力の実効性の確保という観点でございま

して，既に債務名義がある，だけれども財産がどこにあるか分からない，それでこの開

示の制度があるんですが，開示の制度を使う前に，１９７条１項１号と２号がありまし

て，１号は実際に強制執行の不奏功，２号は，そこまでやらなくても疎明だというよう

な立て付けになっているわけですが，少なくともそのような手続を踏まなければならな

いという意味での執行力，実効性という意味では，ユーザーとしての弁護士業務として，

恐縮ですが，我々が執行でやるときの一番大事なことはスピードでございます。より迅

速にという意味では，まず迅速性に欠けるという，このハードルを越えなければならな

い。実際に弁護士の中のアンケート等をとりますと，この全面撤廃が，全部ではないか

もしれませんけれども，やはり撤廃という声が極めて多いというのは，これは紛れもな

い事実でございます。 

  それから，第２番目に，理屈の問題でございますが，債務名義があって，これから執行

しようというところに，分からないから財産開示を申し立てるのに，知れたる財産で執

行してもうまくいかないということを疎明してからやりなさいというのは，分かってい
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れば執行できるわけなので，分からないから開示を求めるというところがあるわけで，

そういう意味では，理論的にも執行の前段階のための制度が，執行の言わば後段階にや

りなさいとも見える，理屈的にも通らないのではないかというのが第２番目でございま

す。 

  それから，３番目が，この理由がですね，何でこの１９７条の不奏功要件が必要かとい

うと，この４ページにありますとおり，また御議論にもありましたとおり，プライバシ

ーや営業秘密，そもそも執行段階における債務者におけるプライバシーというのはどこ

まで保護すべきなのか，そもそもそういうことが論点になるのかどうか，これについて

極めて疑問を持っているわけでございます。仮にそれが立法の理由だとするとして，で

は，そのことが特に１９７条１項２号要件で疎明することによってプライバシーや営業

秘密等が守られるというステップになっているのだろうかということについても，多大

なる疑問があるわけでございます。 

  もう繰り返しになっておりますので，以上，起死回生の弁論でございます。これは私事

で恐縮なんですけれども，１５年改正のときに，やはり財産開示ができたときにも幹事

として関わらせていただきました。私自身はこの罰則の過料というのは反対でございま

した。個人的には当時の試案にありましたとおり罰金に賛成していたんですが，弁護士

会という組織の代表として，過料ということを疑問に感じながらやっていて，自分の信

じるところと組織全体としてのアグリーの話が不一致がありまして，でも，結果的には

その方が正しければ何の疑問もないんですが，これでいいのかなと思いつつ，ずっと１

５年間，引きずってきまして，十字架を背負っているような，やはりこういう使われ方

なんだということが，直接は過料だけではなくて不奏功要件が大きいとは思っているん

ですけれども，やはり非常に後ろめたい気持ちの１５年間というのが正直なところでご

ざいます。やはり実際に身近にユーザーとしてやっていた経験から申し上げると，それ

から，今までのこの執行に対する見方からすると，せっかくいい法律ができようとして

いるんですが，これが残るかどうかが，個人的には，１５年改正のときをほうふつとさ

せるものですから，あえて今日は起死回生の逆転を願って，申し上げる次第でございま

す。 

  民事執行法第１９７条の要件は，１号と２号で，実際には２号の疎明は簡単ですよとい

うのがこの存置の理由になっているようなんですが，そうだとすれば，せめて１号だけ

でも削っていただければなとも思いますし，弁護士会の意見，なかんずく日弁連の意見

も，若干分かりにくいかもしれませんが，原則は全面撤廃で，仮に存置するのであれば

２号要件だけにしてほしいというのが予備的な主張でありまして，原則は全面撤廃とい

うのが意見であることも付け加えさせていただきたいと思います。 

○山本（和）部会長 いかがでしょうか。 

○勅使川原幹事 これも繰り返しになろうかと思いますけれども，やはり分からないから財

産開示を申し立てる必要性があるんですということであれば，分からなかったというこ

とを疎明していただくということは極めて自然なことではなかろうかと思います。それ

が困難であるということであればこの要件を見直すこともあり得るということでありま

すけれども，しかし，これまでの議論では，裁判実務の御紹介として，そういった困難

が生じていることはないということでしたので，やはり不奏功要件はそのまま維持され
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るべきではなかろうかと考えております。 

○今井委員 分かることの疎明ってやりやすいんですけれども，分かったことの疎明は可能

なんですが，分からないことの疎明って結局，分かりませんというしかないわけで，こ

んなに財産があるけど分かりませんでしたというのは疎明にならないわけで，皆目見当

が付かないということが言いたいわけですので，たまには，個人であれば自宅の住所か

ら登記簿謄本を取って，抵当権がたくさんついている，それはあり得ることですけれど

も，しかし，かなり限られたケースですので，分からないことの疎明というのは，疎明

を厳格にやれと言われると立ち往生してしまいます。分からないことの疎明は分かりま

せんということ，分からないということが疎明ではないかと思っております。 

○垣内幹事 まず，基本的な理屈と申しますか，債務者に債務名義上の義務の履行に加えて

財産情報の開示という負担を課すという制度でありますので，それがおよそ必要でない

という場合に，そうした義務を課すことが正当化できるかといえば，それは正当化でき

ないんだろうというように思われます。その意味では，何らかそれが必要であるという

ことは実体的な要件としては必要で，それを現行法は債権者による疎明という形で規定

をしているということで，それ自体は理論的におよそおかしいということではないので

はないかというように私自身は理解をしております。 

  ただ，問題は，疎明が余りに困難であると，したがって，申立てをしたけれども疎明が

認められずに却下されるというようなことが多いのであるというようなことだとすれば，

それはその緩和を考える必要性があるということかと思われるんですけれども，これま

で部会で様々御紹介されてきたことに鑑みますと，必ずしもその疎明が困難であるとい

うようには私自身は捉えることができなかったというところで，本日の資料ですと，４

ページ辺りで，例えば債務者の住居所在地の不動産登記事項証明書の提出等によりうん

ぬんという実務ではないかという御紹介があるんですけれども，ただいまの今井委員の

御発言というのは，これが重すぎる負担だという御趣旨であるのか，それとも，こうい

うものは認められないのだと，この記述は実態に即していないという御趣旨なのか，そ

の辺りを確認させていただければ有り難いと思います。 

○今井委員 必要性という御指摘なんですけれども，我々が代理人として受任して執行の場

面でやる場合には，これは執行できるなと思えば財産開示をする必要がないわけですの

で，それが分からないので，よく依頼者の方から言われるのは，調べてくださいとか探

偵社を知っていますかとか言われるんですけれども，いや，我々は探偵ではありません

というような話として，また，探偵を頼むこと自体は御自分でされたらいかがですかと

いうようなことも言うこともあるんですけれども，結局，財産開示を申し立てること自

体が必要性を感じていて，できればそんなことはしたくないわけですので，というよう

なことであります。 

  ただ，確かに垣内幹事のおっしゃるとおり，個人の債務者で強制執行するときに御自宅

を，若しくは知れたる不動産を取ったら担保がべたべただということは，それはままあ

ります。そういう場面では，確かにその程度のことはそれほど難しいことではないとは

思いますけれども，ただ，それも一つの場面ですので，よほど悪質な代理人というか債

権者が，資産のあることを知っていてあえてこれを申し立てるようなことをする意味も

ないですし，そんな悪質なことをするメリットがありませんので，我々が財産開示をや
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るときはやむを得ずやっているわけですので，それをもって必要性と考えていただけた

らなと，こんなふうに思います。 

○垣内幹事 今の御説明自体は理解できる部分も多々あるんですけれども，実際，強制執行

ができないからこそ財産開示の申立てをしているのであると，確かに多くの場合，濫用

的でない場合を通常考えれば，そうなのではないかと思われますので，その場合に何か，

より厳しい負担を債権者に課して，もう少し具体的な資料をこれぐらい集めてこないと

疎明がないんだというような運用をするとすれば，それは適当でないんだろうというよ

うに思います。ですので，通常それは必要があるから申立てをしているのであるという

ことを前提として，疎明があったかどうかということを裁判所としても判断をすべきも

のと考えられ，そのような運用が実際上，期待できるということであれば，現在の要件

であっても実際上，弊害を生ずることはないのではないかとも思われるところで，その

辺り，今日の会議まで繰り返されてきた議論かと思いますので，これ以上は申しません

けれども，そのように理解しております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございます。裁判所の運用の話が出ていますが，相澤委員

の方から補足的な説明はありますか。 

○相澤委員 従前も何度か申し上げていることかと思いますけれども，少なくとも平成２８

年以降，１９７条１項２号要件の疎明が足りないということで申立てを却下した例は，

東京地裁においてはございません。また，今井委員のおっしゃる疎明はかなり高いレベ

ルを想定しているようにも感じましたが，裁判所が求めているのは，債務者の住所地な

いし本店所在地の不動産について，不動産登記記録上，債務者たる個人ないし法人が所

有しているかどうかということになります。債務者が所有していないという場合が多う

ございます。そうであれば債務者が借りているということになると思いますので，強制

執行が考えられるとしても，敷金返還請求権ですが，これはまだ発生していませんとい

うことになると思います。日本中のどこにも財産がないことまでの疎明を求めているも

のではございません。勤務先も不明である，預貯金債権なども調べる端緒はないという

ことで，多くの場合，疎明がされたと考えるのではないかと思っております。 

○今井委員 国会答弁みたいですが，すみません。それはよく分かりました。そうだとすれ

ば，今までの御議論がそうであるように，１項１号が必要だという議論は一切ありませ

んので，１項２号の疎明がそれほど手間も掛からないということが一貫しての説明だっ

たように思われますので，そういう意味では，１項２号だけを残していただいて，１項

１号というのは十分に考慮していただけるというのが今までの審議状況ではないかと思

うんですけれども，いかがでしょうか。 

○山本（和）部会長 しかし，１号と２号は，どちらかが疎明されれば実施決定をすること

ができるということなので，１号があった方が申立人に有利なのでないでしょうか。 

○相澤委員 １号の要件の方が簡単なので・・・。 

○山本（和）部会長 だから，１号はむしろプラスアルファになっているのではないでしょ

うか。 

○道垣内委員 １項１号は，そこに定められている要件が具備されれば，２号の要件が不要

であるという意味で特則ですよね。例えば１億円の債権を有している人が，これは１億

円以上で売れるだろうと思って不動産を差し押さえたのだけれども，売れなかったので
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回収できなかったというとき，ほかの財産があっても，１号の要件を満たすのですよね。

その場合は２号の要件を充足しなくてよいというわけですね。本当のことを言うと，私

自身は，１号が本当にこれでよいのだろうか，他の財産の存在を知っていたときはどう

なるのだろうか，という気が，今井委員とは逆の方向で思うのですけれども，その点を

措きましても，１号は削除せよという御主張はよく分からないです。 

○今井委員 １号で，完全な弁済を得ることができなかった，できないことではなくて，で

きなかったことというのは，これは一回経験したことをという意味ではないんですか。

この疎明という意味は。 

○相澤委員 これは配当等の手続において完全な弁済を得ることができなかった，というこ

とですので，正にその手続をした配当表謄本等を提出していただければ，２号の要件は

要らないわけですので，証明としてはシンプルなものと理解しております。例としてそ

う多くないことは確かですけれども。 

○阿多委員 完全撤廃の話も，ただ，従前も出たお話なので，念のため補足しておきますと，

１９７条１項１号は配当等の手続になっていて，債権者の立場にすれば，配当まで行か

ずに執行不能で終わったり，例えば預金債権等を差し押さえたけれども，余りに少額で

取り下げるとかいう形で，一旦何らかの形で着手しても１号要件は扱えないという意味

で，簡便ではないかというお話について言うならば，配当まで行く手続でするのは必ず

しも多くないと，多くの場合は不能で終わったり，１号要件を満たさなくて，そうする

と２号要件で行けるではないかというお話なので，それほど簡単というか，余り使えな

い要件だという実情があることは御理解頂きたいと思います。 

  今井委員の完全撤廃論は，もちろん弁護士会の意見なんですが，次善の策といいますか，

そういう意味では４ページの下，２行から書かれているのは，先般私が少し触れさせて

いただいた論点に関することなのかと思うんですが，ここは不奏功要件等の要件の撤廃

を求める立場から，その理由としてという形で紹介していただいていますけれども，少

なくとも私の意図は，仮に要件は残るとしても今の要件のままでいいのかという形の問

題意識でございまして，先般，例に挙げましたのは，例えば債権５０万円を持っている，

そういうときに債務者住所に表示されている自宅の謄本を上げると自宅は所有でしたと

いう状況になったときには，それは財産があるのが分かっているではないかと，そうす

ると財産開示を求めることができないという流れになるんですが，執行の実務のお話を

させていただきますと，もう一つの，費用は４０００円と少額ですけれども，不動産競

売ですと７０万円ほどの予納金を納めなければいけないと，納めた上で，場合によって

は，不動産の登記を見ても超過差押えかどうか分からなくて，執行官による現況調査や

報告書を見て，さらには税金等の滞納の差押えがあって超過差押えになるとかいうよう

な形で，相当費用を掛けて手間を掛けないと２号要件を満たせないという場合もあり得

るわけです。債務者側にしても，家の情報だけが知られていて差押えをされてしまうと，

家に差押え登記が入れば，それがそのまま最後まで行きますと自宅をなくしますし，さ

らには銀取約定等では，差押えがなされたときというのは期失の理由で債務者に対する

影響も非常に大きいというような利益状況において，完全弁済をそのまま要求するのが

本当に債権者，債務者のためになるのかということは少し御検討頂く必要があるのでは

ないかと思っています。 
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  ですから，ここで御指摘頂いているように，５ページのところで，批判等ももちろん理

解をしていますけれども，債権者，債務者の不利益を考えたときに，例えばですが，全

面開示ではないような一部開示というような形のものも新たなものとして考えられない

のか，具体的には，後の預貯金のところで本来触れる話なのかもしれませんが，預貯金

債権だけの開示を，そのような費用と債務者の負担等を考えると，一部開示というよう

な制度が考えられないのかというのが先回の提案の趣旨という形で思っています。費用

が余りに高額になるとか回収に相当時間を要するといって，完全弁済は可能かもしれな

いけれども，余りにそれが負担が大きいというような場合には，預貯金債権だけの開示

を義務付けるというような制度をお考えいただけたらと思っていますので，その点を付

加したいと思います。 

  本来，第２のところではないんですが，少しここで頭出しだけさせていただきたいのは，

財産開示は全ての財産の開示を前提とするので，債務者の負担というのを考えて完全弁

済というのが入っているんですが，第三者からの情報取得については，一番当初はかな

り広い情報収集を意識して制度を設計していたので，不奏功等要件については財産開示

も第三者からの情報取得も同じ要件だということで組んできたわけですけれども，かな

り安全サイドで対象を限定して，預貯金債権と振替社債等の情報，第三者から，公的機

関を除くと，そこまで限定をするのであれば，第三者からの情報取得に際しての不奏功

等要件については再検討頂くことも可能ではないかと思っていますので，頭出しだけ少

ししておきたいと思います。 

○山本（和）部会長 いかがでしょうか。 

○道垣内委員 全体として阿多委員がおっしゃったことはよく分かるんですが，１点だけ発

言しますと，債務者の自宅の不動産が差し押さえられると銀行取引約定上うんぬんとお

っしゃいますが，その点は預金が差し押さえられたらますますですよね。 

○阿多委員 預金が分からないという状況ですので。 

○道垣内委員 しかしながら，自宅がどこにあるかが分かって，自宅が差し押さえられたら

銀行取引上困るというのは，債務者の利益を考えているかのような感じがしますが，預

金が差し押さえられれば銀行取引上困るのはますますだろうという気がしますので，そ

の理由付けはどうかなと思います。 

○阿多委員 ありがとうございます。自宅がなくなるという点だけ強調を。 

○今井委員 今の点は，自宅を調べたら担保がついていて，それが金融機関であれば，金融

機関と取引があることが分かるのではないかという御趣旨も含まれているんですか。そ

ういうわけではないですか。 

○道垣内委員 含まれていません。 

○今井委員 くどいですが，１号も，やはりこれは，強制執行と担保の実行の配当でという

ようなことは確かにレアではありますけれども，やはりこれが原則のようにも見えます

し，２号の今のような疎明が簡単であるというのであれば，やはり制度の不奏功要件自

体はもう少しハンディーで軽いんだという意味では，私は一貫して全面撤廃であるし，

日弁連もそうなんですが，それがよりハンディーであるというのであれば，よりハンデ

ィーなような，１号をやはり撤廃して２号だけ残すとかというふうにしていただければ

と。 
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○山本（和）部会長 御趣旨は分かりました。 

○垣内幹事 １号要件が狭すぎるのではないかという点に関してですけれども，確かに１号

だけを見ていると，そういう考えというのも理解できないものではないと思いますけれ

ども，ただ，例えば執行が不能で終わってしまったというような場合については，次に

２号で行くときについては，それは有力な疎明の資料にもなるのではないかという感じ

もいたしますので，必ずしも１号だけでカバーしなければいけないということでもない

のかなという気がいたしております。 

  それから，４ページから５ページに掛けての阿多委員の言われた点についてなんですけ

れども，道垣内委員の御指摘にもありましたけれども，まず，債務者の利益という点に

関しては，この制度の枠内でその点を盛り込んで制度設計するということは，少なくと

も現在では，そういう意味ではなっていないと。ここでも指摘がありますように，一部

開示という制度は，一部開示をした上で陳述義務を一部免除できるという場合はあると

いうことですし，また，どうしても自宅を失うことは困る，ほかの財産であれば払える

ということであれば，基本的にはそれはそこから任意に履行をすべきということがまず

第一には要請されるのであって，不動産に執行を受けないという利益を財産開示手続の

効用として考えるというのは，なかなか現在の制度からすると距離が大きいのかなとい

う感じがしております。 

  他方，債権者の側の利益の問題として，確かに５０万円の債権しかないのに１億円の不

動産というのはアンバランスではないかという感覚は非常によく分かるところはあるの

ですけれども，しかし，今それしか財産がないのであれば当然そうなるということでは

ありますし，また，これは前にこの御発言があったときにも申し上げたことですけれど

も，基本的に，財産があるときに，それが執行にとって債権者から見て好都合なものを

選ぶという利益まで保障するということに現行法はなってはいないので，そこまで一足

飛びに方針転換ができるかというと，そこはまだ検討すべき点があるのかなというよう

に，今のところ私自身は感じております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。いかがでしょうか。 

○青木幹事 阿多委員がおっしゃった一部開示の制度は，反対ではないのですが，やや手続

が複雑になるといいますか，このような手続を設けると，今度はその一部開示を前置す

べきだという話になって，本来すぐに財産全ての開示が認められるはずのところが，段

階を追って手続を進めていくという話になりかねないという気がしております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかに，いかがでしょうか。 

○阿多委員 仮処分がなされた場合と財産開示の関係について，２ページの上３分の１のア

の実施との関係で，いわゆる２週間要件との関係で，もちろん解釈に委ねられると書か

れているんですが，後ろの（注１）でも示されている現状の多数説というか実務は，裁

判所の方が何らかの行為に着手をする，ないしは執行官が着手をするという解釈が一般

ではないかと思っています。ここで，２ページのアの第２段落で示されている①，②と

いう考え方のうち，①は申立てに着目する考え方，②は裁判所の方の発想に着目する考

え方と示されているんですが，一般的な解釈であれば，やはり裁判所の着手という形に

なってくるかと思います。そうなってきますと，先ほどの不奏功要件等の判断も含めて，

裁判所の方は一定の実施決定をされるまでの期間がどれぐらいになるのかというような
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こともありますので，この点については解釈に委ねるのではなくて，明文で手当てをし

ていただけたらなと思っています。 

  さらには，その後の強制執行の実施との関係について申し上げますと，ここの中では別

途，仮差押えの申立てをするとか，再度仮処分の申立てをするとかという御提案が出て

いますが，例えば賃金仮払いの仮処分等の場合は，少なくとも無担保で発令をされるの

が一般的だと思っていますが，別途の仮処分ですと，財産開示に従前の債務名義を使っ

たがゆえに，保証金を担保を積まなければいけないというような形になりかねません。

また，再度の仮処分という形になりますと，仮払いの仮処分は，債務名義でも何でも少

なくとも発令がなされているのに，再度の仮処分というのが本当に，保全の必要性も含

めて，出るのかというようなところで，非常に疑問があります。 

  そういう意味では，その後の強制執行の実施等の関係でいうのであれば，財産開示の申

立てをして，実施決定が，例えば財産開示期日から一定期間内に保全処分の申立てをし

た場合には２週間要件を満たすというような立法的な手当てというのは御検討頂けない

のかなということを考えています。とにかく財産開示の場合，一旦申し立てて，裁判所

の方が実施決定をして，送達をして，財産開示期日が実際に入るのが１か月半ぐらい先

で，そこから債務名義の還付を受けて，申立てをしてという形になると，実務上はそれ

なりの期間が間があく形になりますので，新たな仮処分といっても，結局，資料型集め

をした上で，それに基づいて，仮処分命令を本案にするわけですから，あれですけれど

も，そこはスムーズに流れる手続というのをお考えいただけたらと思いますので，そう

いう意見を述べたいと思います。 

○内野幹事 民事保全法の解釈の立法的手当てという御指摘なんですが，阿多委員の御認識

では，解釈により対応するということでも大丈夫ではないのかという趣旨でしょうか。 

○阿多委員 保全処分自体が債務名義になって，財産開示が使えることで，あそこだけ非常

にイレギュラーな形に，もちろん財産開示を使えるのは有り難いわけですけれども，債

務名義になるので有り難いんですが，一般的な解釈というのは裁判所の着手が前提にな

っているんだと思うんです。そうなりますと，実施決定の発出日でいきますと，まず不

奏功等要件を満たすために，もちろん保全の申立ての段階で情報集めをしていれば別で

すけれども，不奏功等要件を満たすために，１９７条の１項２号要件を満たすための情

報収集をして，申立てをして，裁判所が実施決定をするまでの間に２週間を超えてしま

うということはあり得るのではないかと思います。それなりに時間が掛かる，不奏功等

要件を要求しますので，そういうふうに思いますので，この場合は，私は申立てで２週

間を満たすんだと書いていただくのが一番いいと思いますので，そういう意見を述べた

いと思います。 

○山本（和）部会長 この点はこれまで余り議論されていなかったところではないかとは思

いますが，いかがでしょうか。 

○垣内幹事 私も十分検討ができているということではないんですけれども，この保全処分

との関係については，今回新たに生ずるかもしれない問題ということで，いろいろ検討

すべき点があるのかなという感じは持っております。今，阿多委員の御指摘があったと

おり，まず一つは，何をもって財産開示手続との関係での執行の着手と捉えるのかと，

これは解釈問題ということですけれども，申立てがあっても，その後，一定期間を経な
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いと実施決定の発送がないということが十分現実的にあり得るということだとすると，

これは申立ての時点，２週間以内に申立てをすればよいというような方向での規律は検

討の余地があるのではないかと。ただ，申立てさえすれば何でもいいと，引き延ばせる

ということでは問題があろうかと思いますので，例えば，申立てがあって手続の実施決

定があったときには，２週間以内に着手があったものとみなすであるとか，何かその種

の，これは全くの今の時点での思い付きにすぎませんけれども，何か手当てをする必要

がないだろうかと思います。 

  それとも関係しまして，２ページのイのところに書かれている点で申しますと，財産開

示はできたとしても，その後の強制執行に実際に着手する時点では２週間たってしまっ

ているということになれば，それは，ここで御説明があるような形に現行法ではならざ

るを得ないのかなと思われますが，財産開示の要件を満たしているという場合を前提に

考えますと，やはり知れている財産がないということが前提で，これは債権者にそれを

求めるのは不可能であったということですので，その場合に再度の仮処分等が必要にな

るということでは不都合ではないかという感じもいたします。したがって，この点も民

事執行法の枠内で規定を設けることができる問題なのかどうか等については法制面の問

題等もあるかと思いますので，少し分からないところがありますけれども，検討すべき

点はあるのかなという印象を持っているところです。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかにはございますでしょうか。 

○村上委員 全く別の話なんですけれども，本文では財産開示手続の実施要件の見直しとし

て，いずれの種類の債務名義についても申立てできるようにするということでありまし

て，それに関する議論について３ページで御紹介されているところです。この中で特に，

執行証書や支払督促のところについて１４回で議論があったということは記憶しており

ますし，私どもも，養育費の支払や公共料金の場合は申立てを認める必要があることに

ついてはそのとおりだと思っております。一方，それに関して後段の方で，不当に情報

が開示させられるおそれがあるという懸念がある事案については執行停止の裁判によっ

て対応するのが適当だという御意見は確かにあったと思いますが，現実の場面を想定す

るときに，例えば多重債務者みたいな方々がこういった執行停止の裁判があると言われ

ても，それが何なのか分からない方が現実問題として多数いらっしゃる中で，どうやっ

てそのバランスをとっていくのかということも考えるべきなのではないかと思っており

ます。説明の仕方の部分について，考えていくことが必要かと思います。 

  また，前回欠席をしてしまいましたけれども，差押え禁止債権の部分についても，技術

的になかなか難しい部分があるということは承知をしているところですが，差押え禁止

の範囲の部分については今回，難しいということで見送られたと伺っておりますが，そ

れで大丈夫なのかといった，現実問題とのバランスを考えておく必要があるのではない

かと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかには，よろしゅうございましょうか。 

  それでは，１の部分については，先に実施した強制執行の不奏功等の要件の見直しを求

める意見が出されましたが，いずれについても反対論が示されたということであったか

と思います。現段階では，なかなか，この部会の中では，コンセンサスが得られるよう

な改正提案は難しそうではないかとの印象を持ったということになろうかと思います。
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仮処分命令については今回新たに出された問題で，これについては果たして現行の民事

保全法の解釈でどのような対応ができるのだろうかという疑問が複数の委員，幹事から

示されたということで，恐らくこれは事務当局の宿題ということになるだろうと思いま

す。 

  それでは，引き続きまして，７ページの「２ 金融機関等から債務者財産に関する情報

を取得する制度の新設」の部分でありますが，この部分はかなり膨大な内容を含んでお

りますので，まずは７ページの（１）の制度の対象となる第三者及び情報の範囲の部分

について，御議論いただきたいと思います。また，改めての確認ですが，公的機関から

の情報取得の問題は今回の資料には含まれていないということであります。そこで，金

融機関等からの情報取得について，どなたからでも結構ですので，御発言を頂ければと

思います。 

○阿多委員 まず，アは従前から中間試案の際もありましたし，イを追加するということに

ついてはもちろん賛成したいと思います。あとは，可能であればですが，振替等の手続

以外の金融商品も含むことも御検討頂ければという一言だけ足して，終えたいと思いま

す。 

○今井委員 同じような意見で，大変な法務省当局の御努力によって，振替社債等に関する

情報取得がこのように入られたことについては，大変喜んでおりますし，有り難く思い

ます。更にもう少し，今，阿多委員が申し上げたようなところも，御負担を掛けますけ

れども，御努力頂ければと，そういう意味で，感謝の話でございます。 

○山本（和）部会長 いかがでしょうか，ほかの金融商品に関する情報についてもこの制度

の対象に含めるということについて，御意見ございますか。 

○中原委員 預貯金債権については従前から，金融機関は時間を掛ければ把握が可能である

ので，御協力させていただくということをお話してきました。今回，イの振替社債等に

ついては，金融機関の中でもいろいろ議論がありましたけれども，投資信託，国債等，

振替社債等の管理は多くの金融機関ではシステム対応しており，明細の把握は可能であ

るので，基本的には御協力できるのではないかという意見が多数でした。ただし，金融

機関が照会に実際に回答するに当たっては様々なハードルがあるということについては

御理解を頂ければと思います。 

  例えば，預貯金については各金融機関ともシステム的にはほぼ同一と思われますから対

応は可能と思いますが，振替社債等については各金融機関においてシステムの作り方が

異なっているので，そう簡単に済むような話ではないということです。例えば，投資信

託や国債等の振替管理システムは特定の部署でしか扱えないというような金融機関もあ

りました。また，商品ごとに管理部署やシステムデータの仕様が異なっているために，

振替社債等という一まとめの照会を頂いても，例えば投資信託とか国債等公共債，短期

社債といった複数の商品毎に管理する部署を跨って保有状況を個別に確認する必要があ

るという金融機関もあります。 

  このような状況もあり，また取引店も特定されていない顧客について振替社債等の取引

の有無や内容を正確に調査して回答するためには，金融機関は相応の時間とマンパワー，

あるいは，場合によっては新たなシステム対応が必要だと考えております。本制度の導

入により，探索的な照会が多数生じるだろうということが想像できますので，金融機関
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としても正確な回答をするように努力しますが，新たな負担が生じるということについ

て是非，御理解を頂きたいと思います。 

  それを前提にして言いますと，システム的に把握できない，要するに振替決済の対象と

なっている金融商品を本部ないしセンターで一括して把握できるかというと，そのよう

なシステムを組んでいる金融機関はまずないと思います。したがって，振替社債等以外

に照会範囲を拡大することについては，物理的にも，体力的にも，相当難しいと思いま

すので，これ以上の御協力というのは極めて難しいというのが金融機関のスタンスです。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかに，いかがでしょうか。 

○松下委員 今回御提示いただいた原案には賛成なのですが，その説明ぶりだけ一言，思う

ところがあります。資料の１５ページに生命保険契約の解約返戻金の話が出ていて，

「もっとも」で始まる段落の４行目ですが，一般的な投資の対象や資産保有の手段であ

るとは言えないと，その更に３行下には，債務者の生活保持のために重要な役割を果た

していると，こういう御指摘があり，このこと自体は現状このとおりなので，必要性と

いう観点から見ても，解約返戻金に関する情報取得を現状では特に設ける必要がないの

ではないかという点については全く反対するものではありません。ただ，かつては生命

保険契約という名の下に，かなり投機性の高い金融商品としての性格の高いものがあっ

たということも事実なので，この点は今回の審議では，生命保険という契約の性質その

ものから対象から外したというのではなくて，現状，必要が余りないというところで今

回は外しましたという説明ぶりの方が，あるいはいいのかなと思ったので，一言申し上

げておきます。 

○阿多委員 理由についてですが，余り本体に影響はないと思うんですが，松下委員の御指

摘は，多分，現状の認識の違いなのかもしれませんが，現状も金融商品としての生命保

険は相当数あるという認識をしていますが，むしろそうではないものとの区別が困難で

あるがゆえに今回は難しいというのが事務当局の説明と私は理解しておりまして，今後，

先ほどの御説明がありましたけれども，いろいろな形で管理やその他が可能であれば，

将来的には広がる可能性のある対象だと思って，今回の提案について，先ほど述べたよ

うな意見を申し上げる次第です。 

○山本（和）部会長 この点は現状認識の問題ですので，結論的には生命保険は行かないと，

金融商品に関して振替のもの以外についても拡大するという点については，阿多委員の

方からそういう方向が示され，しかし中原委員の方からは，なかなかそれは銀行として

は対応できないという話があったと思いますが，ほかに，その点について御意見は。ほ

かにいかがでしょうか。特段，積極的な意見も消極的な意見も出ないということでしょ

うか。 

○垣内幹事 私はこの点については基本的に原案に賛成したいというように考えております。

預貯金に関してはもちろんですけれども，振替社債等に関しても対象とするということ

で，必要性と相当性が認められるということであれば，それはこの制度の機能がより充

実するということで，大変よろしいのではないかと思っております。他方，今回は対象

外とされているものにつきましても，これは本文で掲げられているものとの比較におい

て，第三者の側の負担の程度であるとか，当該財産に対して強制執行を容易にすること

の相当性といった観点から問題があるということは理解できるところですので，今回の
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改正の内容として，本日の資料で本文でまとめられているような内容というのは合理的

なものではないかという印象を持っております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ほかには，よろしいでしょうか。 

  そういたしますと，今回の部会資料の（１）のア，イの範囲内においては，基本的には

皆さん賛成であり，特に反対という御意見はなかったと承りました。もっとも，更にこ

の制度の対象となる情報の範囲を拡張すべきであるという御意見がある一方，今回の改

正においてはそこまで行くのはなかなか難しいのではないかという御意見もあり，その

部分については，やはりこれもなかなかこの段階で拡大の方向でコンセンサスを得ると

いうことは難しそうに見受けました。取りあえず，そのような認識というか整理をさせ

ていただいて，次に進みたいと思いますが，よろしゅうございましょうか。 

  それでは，７ページの２の（２）以降の部分に移りまして，情報取得の要件あるいは手

続等について，御自由に御発言を頂ければと思います。 

○今井委員 この振替社債等に対する情報取得につきまして，中原委員の御指摘の御負担は

重々想像が付くんですが，ユーザーである側からいたしますと，このことが随分，財産

開示，第三者に対する情報取得は活用されるのではないかなというふうな期待を受ける

わけでございます。そうだとすれば，先ほどの議論と同じような議論になるんですが，

不奏功要件がやはり入っておりまして，これを見ますと，やはりアが，実際に強制執行

等によって弁済を受けることができなかったときという，実際の強制執行や担保の実行

で配当がなされなかったこと，それからまた，やらなかったとしても，弁済が得られな

いことの疎明という，これが財産開示と同じような要件になっておりまして，繰り返し

ませんが，先ほどと同じような理由で，これについての撤廃を検討していただきたいと

思っております。 

  それから，さらにこの関係で言いますと，預金もそうですし株式等もそうですので，割

と足の速い資産ですので，足の速いというのは，これを払い下げようと思えばできる，

流動性の高いという意味では，８ページを拝見しますと，最終的には金融機関から裁判

所，裁判所から債権者と債務者にということであるので，この開示が情報がヒットした

場合に，債務者がもしこれを取り下げたいと言われたとき，債務者に知れないうちに手

続が進めばいいんですが，そうだとすると，これは私の理解なので少し間違っているか

もしれませんが，債務者と債権者に行くスピードが同じように見えますので，その辺の，

それは債権者が速やかにやればいいんだという話になるかもしれませんが，また執行抗

告については却下の裁判のみだということも配慮していただいているとも認識してござ

いますが，ヒットした債務者財産について，その後，当然この申立てが来るわけですか

ら，ヒットしたものに限ってでも結構ですが，債務者がそれを払い下げに来たときに，

それはペンディングできるような配慮ができるのかどうか。 

○阿多委員 処分禁止効ですか。 

○今井委員 処分禁止効，そうですね，そこで，要するに実効性確保ということですけれど

も。 

○山本（和）部会長 債務者に知らせる時期については，実際上の運用として，２１ページ

の下から３段落目の最後辺りに，債務者による財産隠しの危険を避ける必要があること

を踏まえれば，申立人への送付から相応の期間が経過した後に債務者への送付をするの
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が相当であると考えられるという認識を前提にしている記載があります。 

○今井委員 そのように拝見します。分かりました。 

○山本（和）部会長 よろしくお願いいたします。 

○谷幹事 今の点なんですけれども，相応の期間を設けるという，その相応の期間をどの程

度と想定をするかという問題だと思うんです。ここはやはり実効性確保の点ではかなり

重要な点だと思っておりまして，よく似た手続としては，債権差押えをした場合に，ま

ず第三債務者に送達をして，その後に債務者に送達ということで，これは第三債務者に

送達さえできれば，一応，処分禁止効がもう生ずるということになりますので，それは

別に債務者への送達が翌日であってもいいんですけれども，今回の第三者からの情報取

得の場合の情報を債権者に伝えた後，どれぐらい後に債務者に通知をするのかというの

は，債権者がその情報を踏まえて執行手続をとって，その執行手続が効力を生じるとい

うのにどれぐらい必要かということを考えないといけないのかなと思うんです。 

  一つだけの金融機関の情報を取得しただけの場合であれば，債権差押えをすればいいん

ですけれども，そうでない場合に，複数の金融機関からの情報を得ようという手続をと

った場合には，複数から情報を得て，残高等，あるいは預金の種類等も見た上で，どの

金融機関のどの預金を差し押さえるのかということを判断しないといけませんから，そ

れが時期がずれて各金融機関から戻ってくるというようなことになった場合に，まず最

初に戻ってきた金融機関，これを債権者に通知しました，それから例えば１週間後に債

務者に通知しました，しかし，その後に別の金融機関から戻ってきました，みたいなこ

とになるといろいろ問題が生じるというようなことがあるので，この辺りの相応の期間

をどういうふうに念頭に置くのかというのは，そういう実務上の問題を踏まえた上で検

討していただく必要があるのかなと思います。 

  その問題と，仮に一つの金融機関からの情報を得た場合にどれぐらいの期間を置けばい

いかということなんですけれども，その情報を見た上で債権差押えの申立てをして，発

令がなされた第三債務者に通知がなされるというふうなことを考えると，直ちにしたと

しても，やはり１週間程度は恐らく間違いなく掛かりますので，今申し上げた複数の金

融機関というようなことを考えた場合には，やはりかなりのそれなりの，１か月とか，

場合によったら，期間を置かないと，余り意味がないということになるのではないのか

なと思います。 

  そうだとして，これを単に運用に委ねるのか，あるいは法律上これを書き込むのかとい

うことが問題になるんですけれども，明確性という意味では，債務者への通知というの

はある意味では債務者の手続保障の一環でもあると思いますので，そういう性質も考え

ますと，明確性という意味では，期間というものを条文に書き込むということの方が望

ましいような気がしているという状況でございます。 

○山本（和）部会長 問題意識としてはもちろん事務当局も認識をしているところだと思い

ますが，ただ今の御指摘では，その期間は大体１か月ぐらいではないかという御意見だ

ということでしょうか。 

○谷幹事 最低でもそのくらいは必要ではないかと思います。 

○山本（和）部会長 法律に明確な期間を書けるかというと，そこはなかなか難しいところ

があるかもしれません。その期間について，こういう根拠があるということを示さない
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と，なかなか一律に期間を定めるのは難しいという事情を御理解頂く必要があるところ

だと思います。そこで，期間の定め方の根拠について，もし何らかの御意見があれば示

していただければと思いますが，いかがでしょうか。 

○谷幹事 私が先ほど１か月と申し上げたのは，今日に向けていろいろ検討した結果，１か

月ぐらいというのが最低必要なのではないかということで申し上げたんですが，この点

につきましては，更に具体的な実情も踏まえて，私どもの方でも検討はさせていただき

たいとは思います。 

○山本（和）部会長 それでは，よろしくお願いします。 

○阿多委員 日弁連の提言の時点では，債務者への事後告知というようなものも御提案させ

ていただいて，手元にありませんが，確か８週間と書いていたような記憶なんですが，

やはり相当，実際の執行までに選別して時間が掛かるということがあるので，その点，

もう一度検討はしますけれども，一応の数字は出しているかと思いますので。 

○道垣内委員 １点だけ分からなかったところがあって，教えていただきたいのですが，複

数の金融機関から徐々に返事が来るのであり，同時に来るとは限らない，そこで，その

ことを考えながら期間を決めなければならないということなのですが，それはどうして

なのでしょうか。複数の金融機関からの返事を待つと，差押えしやすいものを選んで差

押えできるようになるということはあると思いますが，そのような観点を仮に入れると

すると，途中で垣内幹事がおっしゃったように，そもそも差押えがしやすい財産が分か

るようにするというシステム設計になっているのだろうか，という問題が出てくるよう

な気がするのですが。お教えいただければと思います。 

○谷幹事 例を挙げて端的に申しますと，例えば５００万円の債務名義を持っているという

ふうな場合に，最初に一つの金融機関から残高１０万円ですよという情報が提供されま

した。では，それを差し押さえるかどうか，それしかないということが分かれば，それ

を差し押さえればいいんですけれども，別の金融機関から３００万円ありますよ，１０

００万円ありますよという情報が返ってくる可能性がありますので，やはりそれを見て

みないと，まず１０万円を押さえたらいいという判断にはならない，そういう意味で，

基本的には全ての情報を見てみないとどれを執行するかという判断ができないと，こう

いう状況だということです。 

○道垣内委員 今の例は非常に分かりやすくて，よく分かるのですが，それならば，最初に

多額の預金債権の所在について返事が来たときには，期間が短くていいということにな

るわけですかね。 

○谷幹事 債務名義を超える残高があれば，それはそれで押さえればいいということだと思

います。どの範囲の情報かというのはあるんですけれども，これは反対債権があるかど

うかというのが分かるかどうかということも大きいと思うんですね。反対債権があれば，

差し押さえても意味がないということにもなりますので。 

○山本（克）委員 どういう金額の多寡と回答の順序なんていうのは予測はできませんし，

差押え債権が相殺されるかどうかというのも，これも制度的には執行裁判所に予測でき

る話ではありませんから，やるとすれば，一申立ての全回答が返ってきたから，申立て

単位で考えると，債務者への通知はそれしかないのではないですか。いちいち全部場合

分けしてそんなものを法律に書き込むなんていうのは不可能ですし，かえってそれによ
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って不都合が生ずる可能性が高いですから，一申立てに係る全申立てが返ってから相当

期間経過後に債務者に対する通知をすると，それしかないと思います。 

○阿多委員 逆に，今御発言頂いたんですが，我々が考えていましたのは，事件の数え方と

いうか，この申立ての数え方がどうなるのかという実務の扱いになると思うんですが，

金融機関１件ごとに一つ事件番号をとるのか，それとも一つの申立てで，例えば金融機

関を５金融機関並べた場合に，それでも一つの申立てで５つの先に照会をしてもらえる

のかと，その組み方によるかと思いまして，こちらも考えていたのは，一つの申立てで，

債権者にはさみだれで頂くと一番有り難いんですが，債務者への通知というのは，裁判

所の方は，申立ての回答が全て集まった時点で連絡という方法でお考えいただいた方が，

裁判所の事務も簡便になっていいのではないかと思っています。そこだけ補足しておき

たいと思います。 

○成田幹事 今の点につきましては明確に定めていただいた方が裁判所としては助かります

ので，そこはお願いいたします。事務当局の方で決めていただければと思います。 

  それはそれとして，今回，回答の送付先等ということで，金融機関の回答が執行裁判所

に来るというのは，前回申し上げたとおり，異存はないところですが，その流れが気に

なるところでして，今回ですと本文（４）のイで，執行裁判所が申立人及び債務者に回

答を送付しなければならないとなっておりまして，少しここに違和感があるところでご

ざいます。まず，申立人につきましては，現行の民事手続法をいろいろ見てみたのです

が，嘱託ですとか照会の結果を裁判所が受領した後の手続につきましては，ほぼ，その

当事者において閲覧，謄写するという形になっており，嘱託結果や照会回答を裁判所に

おいて申立人に送付するところまではやっていないと思われますし，加えて，公平な第

三者という立場の裁判所が債権者に肩入れするような形になるのがどうかというのが少

し気になるところでございます。 

  そういった観点からすると，（４）イのところで，申立人に回答書の写しを裁判所から

送るというのは少し疑問があります。他方で，これをやらないとなると債権者の方で回

答が迅速に把握できないというところがありますし，閲覧謄写が大量に裁判所に来るの

もなかなかつらいものがあるところではあるのですが，この辺りにつきましては，現行

の債権執行における陳述書の送付の運用が応用できるのではないかなと思っております。

東京地裁の執行センターですとか多くの裁判所においては債権執行の場面で，差押命令

の正本を送るのと同時に，陳述催告書ですとか陳述書のひな形ですとか，さらに，債権

者の方で用意した郵便切手だとか封筒なども送って，それに第三債務者が裁判所用と債

権者用に送るというような運用をしておりまして，それで特段，問題がないと承知をし

ております。こういった運用がこの第三者照会の場面でもできるのであれば，裁判所か

ら債権者に対して回答書の写しを送付する必要はないのではないかと思っております。

この点につきましては，もちろん金融機関の御協力を賜らなければならないところでは

ありますので，その辺り，御検討頂けますでしょうかというのが，一つお願いでござい

ます。 

  もう一つ，債務者に対しては，よく分からないのが，回答内容まで要るのかどうかとい

うところでして，要件がないのにそういう照会をされたというところは分かるのですが，

回答内容というのは，正に自分の懐事情ですので，自分で預金残高を照会するなどすれ
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ば，そこは把握できましょうし，それが間違っていたからといって何か不利益があるの

かどうかというのは今一つよく分からないところかと思いますので，債務者に対しては

事後的に手続が実施されたことを通知すれば足りるのかなと感じているところでありま

す。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。（４）のイの原案は，申立人及び債務者に

回答書の写しを送付しなければならないというものですが，ただ今の御意見は，まず，

申立人に対しては，裁判所から送るのではなくて，陳述催告の運用に倣って金融機関等

から送付してもらうということかと思います。今お話しの御意見は，運用の話ですか，

それともそういった手続の流れを想定した規定を設けるべきであるということでしょう

か。 

○成田幹事 運用ベースでよろしいかと思います。これを多分，書くことは，なかなか難し

いかと思いますので，債権執行の並びで行けないかなと思います。 

○山本（和）部会長 次に，債務者との関係においては，回答書の写しを送付するというこ

とになっているけれども，写しを送付する必要はないのではないかという御意見をいた

だきました。第三者に対しては，情報取得手続が実施されたことを通知すれば，それで

足りるのではないかという御意見だったかと思います。 

○阿多委員 債権者か債務者か，両方なり得る代理人の立場として，先ほどの裁判所の御発

言で少し心配しましたのは，閲覧謄写の方法のお話が出たので，えっ，と思いながら聴

いておりました。やはりここは，裁判所から頂くか第三者から頂くかは別にして，回答

書を送付いただくという形の制度にしていただきたいと思います。財産開示は閲覧謄写，

やむを得ないところがあるかとは思いますけれども，今回の手続については，回答を頂

くのが良いと思います。 

○山本（和）部会長 債権者の立場からすればということですね。 

○阿多委員 債権者の立場です。それで，債務者との関係では，裁判所の御発言ありました

けれども，また，先ほど御提案しましたように，一括して処理をするというときに，第

三債務者から債務者に回答が送付されるというのはそもそも考えていませんので，運用

としても考えておりませんので，執行裁判所の方で，事件が回答がそろったというとこ

ろで，それを事件終了とするのかどうか分かりませんが，その段階で，こういうところ

に照会をした，回答が来たということの通知だけを債務者にすれば足りるのであって，

同じ写しをもって，第三債務者からそのものをもらうのか裁判所でコピーするのか分か

りませんが，そこまで手間を掛ける必要はないだろうと，事件の通知だけで足りると思

っています。 

○中原委員 回答の送付先について今回の手続は差押えの申立てとは異なり，その前の段階

で財産があるかどうかというのを調べましょうという話です。とすれば，弁護士が代理

人としてつくケースがほとんどかというと，多分そうではないケースもあるのではない

かと思っています。まず，どんな債権者なのか銀行には分からないという不安感があり

ます。もう一つは，金融機関として一番問題があると心配しているのは，回答が目的外

に利用されて，例えばネットで公開された場合に，これは金融機関の回答を公開したと

なれば，途端に金融機関に非難の矛先が回ってくるのではないかということを一番，懸

念しております。確かに目的外利用に対する制裁措置というのは考えられていますけれ
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ども，それよりも金融機関の情報管理が甘いのではないかというような無用なトラブル

が生じることに対しての抵抗感が極めて強いということです。大変言い方は悪いですが，

全て裁判所経由で債権者に情報が渡るという制度となっていれば，金融機関としては，

裁判所に回答したものであるとして，金融機関から直接債権者にはお渡ししていません

と反論ができるというメリットはあると思っています。 

  二つ目は，債権者に郵送した場合に，それが郵便戻りになった場合の処理はどうするの

か，また，送った，受け取っていないといった事実上のトラブルがあった場合は，金融

機関が相手方となり責められるという点に対する抵抗感も強いところです。それから，

まずこれは杞憂かもしれませんけれども，裁判所に送ったものと債権者に送ったものの

内容が本当に一致しているのかという問い合わせが生じるのではないかということも考

えられます。このような点から，裁判所以外の債権者に対して回答書をお送りすること

に対する金融機関側の抵抗は相当強いと思います。例えば，その対応策として，回答書

を２通裁判所に返送するので，うち１通を裁判所から申立人の方に送っていただくとい

うやり方もあるのではないかと思います。 

  また，債権差押えの場合の陳述書と同じ取扱いということについては，今は支店に差押

え命令が届きますから，支店の負担とすれば陳述書を作成するのは月に数件あるかない

かということだと思いますけれども，今回の場合には，銀行の本店ないしセンターとい

う一定の場所に送れば，それを全店照会で回答を差し上げるということですから，大変

多くの照会が一度に来ることが予想されるので，それを処理する部署の負担は相当大き

いと考えられ，差押命令の陳述書の対応と同一に考えることは難しいと思います。 

  ただ，裁判所の方からも今日，改めて回答書についてお話がありましたので，もう一度，

金融機関として御協力できるかどうかについて検討してみたいと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。ただ今の点はおおむねよろしいでしょうか。

債務者に対しては必ずしも回答の送付までは要らないのではないかということで，裁判

所と弁護士会の意見が一致しているように思いますが，ほかに特段の御指摘はありませ

んでしょうか。 

○垣内幹事 裁判所と弁護士会が一致しているのであれば，いいのかもしれないですけれど

も，債権者に対しては，閲覧しに来いということではなく送るということであるとして，

債務者の方に送るということが原案になっているかと思いますけれども，送るというこ

とも，それが著しい裁判所の負担増大等につながるということでなければ，あってもい

いのかなという感じもしておりますので，そこは検討の余地はあるのかなという気が私

自身はしております。もちろん，負担が大きいのでそれは無理だということであれば，

それは不可能を強いるということではないと思いますけれども，債務者としては自分に

関する情報が第三者から開示されているということで，元々そういう性質の制度ですの

で，その結果について債務者に対しても送るということは，あり得る規律かなという感

じがしているということを少し発言させていただきたいと思います。 

○山本（和）部会長 そこは更に引き続き検討を頂くということにしたいと思います。 

○阿多委員 先ほど頭出しした点で申し訳ないですが，今回の第三者からの情報取得につい

て，先ほども申しましたけれども，当初の話は広く情報を取得するような形を想定しな

がらしていたんですが，相当コンパクトにまとまった内容になっているのかと。それを
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前提に，戻りますけれども，不奏功等要件を考えた場合に，端的に金融機関に照会をす

ると，先ほどの財産開示では一部開示という言葉を使いましたけれども，金融機関に照

会するというときに，自宅があると照会できないのかと，そこをやはりお考えいただき

たいと思います。全部開示，財産開示のように全ての財産を出せというのであれば，プ

ライバシーの問題からいって相当負担が大きいですけれども，第三者に対する情報取得

で，対象が預金，金融商品の，それも振替制度に乗っているものという状況において，

財産開示と同じ不奏功要件そのままでないと駄目なのかと，少なくとも，これを出すの

がいいかどうかはあれなんですが，現状の差押えに際して，別に探索的な差押えができ

て，不動産があろうがなかろうが差押えができるわけですけれども，その探索的な差押

えの第三債務者への負担とかそういうのをより軽減できるような今回の制度であるにも

かかわらず，利用できないと，債権者としては実はこの不奏功等要件があると利用でき

ないのではないかと。こんな例を出すと，また，違う制度だと怒られますけれども，２

３条照会等をする場面において，債務者が持ち家が自宅だから照会できないと，そうい

うふうなことはもちろんしておりませんので，対象を限定した制度を考えるのであれば，

ここの場面での要件については，今井委員ですと撤廃，私はそこまで行かなくても要件

緩和したようなものを御検討頂けたらと思います。 

○山本（和）部会長 ２（２）の要件の部分については，財産開示手続の要件における議論

とも関連して検討する必要があるのかもしれません。先ほどの１の財産開示手続のとこ

ろでは先に実施した強制執行の不奏功等の要件を維持する方向での御意見が多数でした

ので，それをベースに考えることになろうかと思いますが，ただ今の阿多委員の御意見

は，仮に財産開示手続についてはこの要件を維持するとしても，第三者からの情報取得

の手続においてはこの要件を削除したらどうかという御提案かと思います。いかがでし

ょうか。 

○勅使川原幹事 今回のケースでは，対象は債務者だけではなくて第三者にむしろ拡大をし

ていて，拡大された第三者の中で，全第三者なのか一部の第三者なのかという意味では，

そのとおりですが，第三者から情報を取得するに当たって，例えば第三者が持っている

守秘義務がなぜ乗り越えられるのかというと，やはり債務者自身の開示義務が前提にな

っていて，だからこそ，守秘義務によって守られる利益がないんだという構成で多分，

制度設計されているんだとすれば，やはりここは同じ要件でもって不奏功要件を要求し

ないわけには，多分，いかないだろうと考えております。 

○道垣内委員 私が個人的にどう考えるかという問題ではないのですが，守秘義務が乗り越

えられるかどうかは別の解釈問題ですから，この制度自体が守秘義務が乗り越えられる

ということを完全に前提にしているとは言い切れないと思います。 

○山本（和）部会長 言い切れないというのはどういった意味でしょうか。 

○道垣内委員 こういうふうな制度における命令に従った場合には守秘義務は生じてこない

のだという解釈が，当該契約の解釈として行われればそうなるというだけの話です。私

は，個人的にはそのような解釈になるのではないかと思うんですが，ただ，それはこの

制度が作られたから当然にそうなるというわけではないだろうと思います。 

○山本（克）委員 中原委員が再三再四おっしゃっているように，これは第三債務者として

は金がもうかる話ではなく，むしろ持ち出しが多い制度ですよね。ですから，やはりそ
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れはそれなりの理由がなければそういう負担は課せられないということで，結論的には，

守秘義務は持ち出しませんが，勅使川原幹事の御意見に賛成です。 

○山田幹事 私も結論としては，先に実施した強制執行の不奏功等の要件は維持するべきだ

と思います。債務者が自分の非常に重要な情報を第三者に開示されるということをどう

評価するかという問題でありまして，財産開示の場合にこの要件が要るのであれば，第

三者からの開示の際には一層要るのではないかと思います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。先に実施した強制執行の不奏功等の要件に

ついては，第三者からの情報取得の手続との関係でも要求するのが相当であるとの意見

が多数であるというのが，現在のところ意見の分布の状況であるということが確認でき

たかと思います。よろしいでしょうか。 

  それでは，別の点について，御意見ございますでしょうか。 

○中原委員 １９ページの不服申立てに関する規律の点について，一言お話をさせていただ

きたいと思います。今回の金融機関に対する情報開示の対象が預貯金債権と振替制度に

乗っている社債，株式等である限りにおいては，確かにここに記載されているように，

これを公開しないことに対する金融機関独自の利益というのは多分ないだろうと思いま

す。しかし，照会の対象が将来，拡大して，例えば与信取引により金融機関が入手した

情報など金融機関が独自に入手している情報まで拡大するようなことがあれば，これは

看過することはできないと思います。（注２）にも上げていただきましたけれども，田

原裁判官の意見もありますように，もしそういう形で制度が拡大する場合においては，

当然のことながら，不服申立てについて相応の手続を作っていただく必要があると思い

ます。 

  それから，二つ目は，第三者に対する費用の支払という点です。債権者の立場に立つと，

債務者の取引金融機関が分からなければ，多分，多くの金融機関に対して調査をするこ

とを試みるだろうと思います。そうなれば，極めて探索的な預貯金債権や振替社債等の

照会が申し立てられると思いますし，それに応じて膨大な事務量を生じることになるの

で，やはり合理的に制約をしていただく必要があるだろうと思います。その方法として

は，手数料の設定によって，全く無意味な，取引関係がないと思われるところまで広げ

ることを避けるというものがあるのではないかと思います。したがって，第三者に対す

る費用については，照会を合理的に制限することも含めた水準設定にお願いしたいと思

います。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。１点目の御指摘については，そのとおり，

対象となる第三者や情報の範囲によって手続が違ってくるということは，当然だろうと

思います。今のところは（１）に掲げてある情報を取得する手続を念頭に御議論いただ

いていますが，これと異なり，例えば，公的機関からの情報取得の手続が議論の対象に

なる場合には，その手続も改めて議論しなければならないだろうと思いますし，仮に御

指摘のあった与信情報の開示が問題になれば，当然，その手続についてはその情報の性

質等を考慮しながら改めて考えるということになろうかと思います。２点目の点も，ご

もっともということだと思いますが，具体的な費用の額については，運用になるのか規

則になるのか分かりませんが，改めて検討することになろうかと思います。成田幹事か

ら何か補足的な説明はありますか。 
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○成田幹事 多分そこのところは金融機関の方にいろいろまたお願いしなければいけないと

ころだと思いますが，その点につきましては，執行費用の規律のところで上がっている

かとも思いますが，恐らく申立人から裁判所に予納がされて，それを金融機関にお支払

いするという形になるのかなとは思っておりますが，そういう規律で特段異論はないと

ころではありますが，そうだとすると，予納してもらうためには金額をある程度決めな

ければいけないという部分は出てきますので，そこを統一できるかどうかというのは一

つの悩みどころかなと思っていますので，その辺りは，金融機関の方にまた御相談させ

ていただければと思っております。その際には，先ほど中原委員がおっしゃった観点を

踏まえて，こちらも検討させていただければと思っております。 

  少しそれに関連してになりますが，執行費用の規律のところで，２２ページ，２３ペー

ジ辺りになるかと思いますが，預貯金債権がない場合の回答が寄せられたときはどうい

うふうにするかといったところがあるかと思いますが，仮に，ないという回答があった

としても，照会自体が不要な手続であったとまでは言えないのかなと思っておりまして，

当該金融機関等に対する照会に掛かる費用は執行費用に当たると見ておけばいいのかな

とは考えております。 

○阿多委員 費用の点，金融機関と裁判所からのお話がありまして，我々の方も考えている

ことをお伝えしたいと思います。まず，該当なし等の回答がなされたとしても手続とし

ては完結しているかと思いますので，裁判所の御発言と同じで，やはりそれは費用とし

て認めていただけたらという形で，執行費用化を考えていただきたいと思います。それ

から，中原委員からのお話がありました，事務が増えるというのは，まあそうなのかも

しれませんが，むしろ我々としては，現在やっている探索的な差押えでかなりの空振り

があるわけで，裁判所の方は逆にそれに対して２週間内の回答をしなければいけない，

回答しなければペナルティーになるというようなものが前さばきできる形になるのでは

ないかと，あるものしか実際，押さえなくなりますので，そういう意味では，後の方の

事務が前に回ってくる，なおかつ回答期限についても今回，定めませんし，制裁も入っ

ていませんので，そこを強調して，抑止的な意図をもって費用設定するというのは，む

しろ慎重に御検討頂けたらなと。この中では，掛かる費用というのは支払うのは当然だ

ということをずっと発言してきましたし，そこを撤回するつもりはないんですけれども，

費用でコントロールするのはいかがなものかと，定め額として裁判所と金融機関，逆に

我々も実務も含めて，費用については相談できたらなと思っていますので，その点を付

加しておきたいと思います。 

○道垣内委員 中原委員がおっしゃった方がいいのかもしれませんが，そもそも探索的な差

押えによって銀行にいろいろ実際上の費用が掛かってしまうことに正当性はあるのかと

いうと，それには正当性が本来はないのではないかと思います。そのような探索的な差

押えが行われなくなるからよいではないかというのは，若干，問題のある言い方ではな

いかなという気がします。 

○中原委員 道垣内委員の非常に強力なサポートをいただきました。その点も含めて，債権

者としては，気軽にできるのであれば取りあえずやってみたいというような興味本位の

探索的な照会が増えるのではないかと思います。そうなれば，金融機関の負担だけでは

なくて，制度の運用としても余りよろしくないのではないかと思いますので，ある程度
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の費用設定というのは考える必要があるだろうと思っています。 

○山本（和）部会長 分かりました。この点は，先ほどありましたように，規則か運用かは

分かりませんけれども，法制審議会における議論が終わった後に，更に御議論を頂くと

ころになろうかと思いますが，こういう議論があったということは当然，記録には残さ

れるということになります。 

○谷幹事 今の濫用にわたらないような費用設定が必要だという観点が必要だというのは，

私も全く異論はないですけれども，様々な観点が必要ですので，今の規律だと４２条が

適用されるということになれば，最終的には１項で債務者の負担になるということにな

りますので，その点も踏まえたバランスのよい費用の定め方が必要かなと思いました。 

○山本（和）部会長 ほかの点はいかがでしょうか。 

○谷藤関係官 部会資料の２１ページの下の「なお」以下の段落に，預貯金債権がない旨の

回答がある場合には債務者に回答を送らなくてもいいのではないかという議論がされて

おります。私どもの立場は，先ほど成田幹事から申し上げたとおり，債務者には通知で

足りるという立場ですけれども，預貯金債権がないという回答であっても債務者にこれ

を送るというのが通常の考えではないかと思いますので，預貯金債権のありなしにかか

わらず債務者に通知をすると考えております。 

○山本（和）部会長 ありがとうございました。原案をサポートする御意見かと思います。

ほかにいかがでしょうか。おおむねよろしゅうございましょうか。 

  それでは，２（２）以下の部分については，幾つかの御意見が出されました。原案の修

正を求める意見としては，（４）イの回答の送付先の問題のところで，債務者に回答書

の写しを送付しなければならないという原案に対して，必ずしも回答書の写しである必

要はないのではないかという御意見が出され一方で，しかし，垣内幹事からは原案をサ

ポートするような意見も出されたところだと思いますので，ここは少し事務当局で引き

取っていただいて，更に御検討を頂ければと思います。このほかのところは，基本的に

は，運用上の問題を含めて様々な御意見は頂きましたけれども，おおむね原案の考え方

が支持されたのではないかと理解をしております。 

  よろしければ，本日の審議はこの程度とさせていただければと思います。 

  それでは，次回の議事日程等について，事務当局の方から御説明をお願いします。 

○内野幹事 次回は平成３０年４月２７日金曜日，午後１時半から午後５時半まで，場所は

東京高等検察庁第２会議室を予定しております。次回は，今回の部会資料では取り上げ

なかった論点を中心に，更に御審議をお願いしたいと考えております。よろしくお願い

いたします。 

○山本（和）部会長 それでは，これにて法制審議会民事執行法部会第１７回会議を閉会と

させていただきます。本日も熱心な御審議を頂きまして，誠にありがとうございました。 

－了－ 


